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２．具体的施策

（２）指定電気通信設備制度（ドミナント規制）の見直し

(e) NTT東西の次世代ネットワークに係る接続ルールの整備

検討の背景検討の背景

新競争促進プログラム２０１０新競争促進プログラム２０１０（Ｈ（Ｈ18.9.1918.9.19策定、策定、HH19.10.2319.10.23改定）改定）

ＮＴＴ東西が次世代ネットワークを用いた本格商用サービスを０７年度下期に開始するとしていることを踏まえＮＴＴ東西が次世代ネットワークを用いた本格商用サービスを０７年度下期に開始するとしていることを踏まえ、競争事業者が当該次世

代ネットワークを用いて遅滞なくサービス提供ができる環境を可能な限り前広に確保するため、ＮＴＴ東西の次世代ネットワークに係る接ＮＴＴ東西の次世代ネットワークに係る接

続ルールの在り方について情報通信審議会における審議を経て、０７年度中を目途に結論を得るとともに、これを踏まえ、速やかに所要続ルールの在り方について情報通信審議会における審議を経て、０７年度中を目途に結論を得るとともに、これを踏まえ、速やかに所要

の制度整備を行うの制度整備を行う。

また、指定電気通信設備として指定されているＮＴＴ東西の地域ＩＰ網についても、当該指定の妥当性について、上記の接続ルール整

備に向けた検討の中で結論を得る。 （以下略）

１．地域ＩＰ網に対する指定

（３）考え方

地域ＩＰ網及びメディアコンバータ等の装置類地域ＩＰ網及びメディアコンバータ等の装置類については、（中略）ＮＴＴ東西の次世代ネットワークに係る接続ルールの検討に併せて更に検ＮＴＴ東西の次世代ネットワークに係る接続ルールの検討に併せて更に検
証を深めることが適当証を深めることが適当である

４．分岐端末回線単位の加入ダークファイバ接続料の設定

（３）考え方

（略）ＯＳＵの共用化による分岐端末回線単位の接続料設定の妥当性ＯＳＵの共用化による分岐端末回線単位の接続料設定の妥当性については、ＮＴＴ東西の次世代ネットワークに係る接続ルールの検次世代ネットワークに係る接続ルールの検
討において、改めて検討することが適当討において、改めて検討することが適当である。なお、ＮＴＴ東西の次世代ネットワークに係る接続ルール次世代ネットワークに係る接続ルールについては、ＮＴＴ東西が０７年度下ＮＴＴ東西が０７年度下
半半期に期に次世代ネットワークの商用サービスを開始する予定であることに鑑み、可及的速やかに検討を開始することが適当商用サービスを開始する予定であることに鑑み、可及的速やかに検討を開始することが適当である。

コロケーションルールの見直し等に係る接続ルールの整備についてコロケーションルールの見直し等に係る接続ルールの整備について（Ｈ（Ｈ19.3.3019.3.30））

■総務省は、平成１８年９月、２０１０年代初頭までに実施する公正競争ルールの整備等の具体的な実施計画である「新競争促「新競争促

進プログラム２０１０」進プログラム２０１０」を策定・公表。

■本年１０月に改定した同プログラムの中で本年１０月に改定した同プログラムの中で、ＮＴＴ東西の次世代ネットワークに係る接続ルールの在り方については、本格商用本格商用

サービスの開始時期（０７年度下期）を踏まえサービスの開始時期（０７年度下期）を踏まえ、審議会の審議を経て、０７年度中を目途に結論を得るとともに、これを踏まえ、審議会の審議を経て、０７年度中を目途に結論を得るとともに、これを踏まえ、

速やかに所要の制度整備速やかに所要の制度整備を行う方針を明確化。

■また、本年３月の審議会答申においても、可及的速やかに検討を開始することが適当本年３月の審議会答申においても、可及的速やかに検討を開始することが適当とする旨の提言。



2検討項目の概要検討項目の概要

１．第一種指定電気通信設備の指定範囲

✔次世代ネットワークを構成する設備次世代ネットワークを構成する設備について、第一種指定電気通信設備として指定することが必要かどうかについて検討第一種指定電気通信設備として指定することが必要かどうかについて検討する。

✔現在、第一種指定電気通信設備に指定されている地域ＩＰ網地域ＩＰ網、非指定とされているひかりＩＰ電話網等について、第一種指定電気通ひかりＩＰ電話網等について、第一種指定電気通
信設備として指定することが必要かどうかについて検討信設備として指定することが必要かどうかについて検討する。

２．次世代ネットワークに係る設備・機能の細分化（アンバンドル）

✔次世代ネットワークのアンバンドルを検討する際の留意点アンバンドルを検討する際の留意点や具体的にアンバンドルが必要な設備・機能等について検討具体的にアンバンドルが必要な設備・機能等について検討する。

✔また、ＮＴＴ東西が現在公表している箇所に加えて、標準的な接続箇所として追加すべき箇所があるかについて検討標準的な接続箇所として追加すべき箇所があるかについて検討する。

３．接続料の算定方法等

４．その他

✔次世代ネットワークについては、ＰＳＴＮ網との接続や他のＩＰ網との接続など様々な接続形態が考えられるが、それぞれの接続形それぞれの接続形
態における接続料の算定方法について検討態における接続料の算定方法について検討する。

✔次世代ネットワークに係る網機能について接続料が設定される場合、当該接続料算定の基礎データ等を提供する観点から、接続接続
会計における次世代ネットワークに係る設備区分の在り方について検討会計における次世代ネットワークに係る設備区分の在り方について検討する。

✔ＯＳＵの共用により分岐端末回線単位の加入ダークファイバ接続料を設定することについて、ＮＴＴ東西は、サービス品質の面等か
ら困難であると主張する一方、競争事業者は、複数の事業者で市販のＯＳＵを用いた共同実験を行い、技術的にＯＳＵの共用が可
能であることを確認した。このような状況を踏まえ、分岐端末回線単位の加入ダークファイバ接続料の設定について検討分岐端末回線単位の加入ダークファイバ接続料の設定について検討する。

✔ＮＴＴ東西と競争事業者の間で接続に関する同等性を確保する観点から、接続の手続、情報の開示内容や手続等で講ずべき措置接続の手続、情報の開示内容や手続等で講ずべき措置
について検討について検討する。その他、スタックテスト、映像配信プラットフォームのオープン化等についても検討スタックテスト、映像配信プラットフォームのオープン化等についても検討する。



3検討スケジュール（案）検討スケジュール（案）
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4電気通信事業部会・接続委員会合同ヒアリング（案）電気通信事業部会・接続委員会合同ヒアリング（案）

１１ 日時等日時等

■平成１９年１１月１６日（金）平成１９年１１月１６日（金） １０：００～１２：４０（２時間４０分）１０：００～１２：４０（２時間４０分）

■意見陳述：１００分、質疑応答：６０分■意見陳述：１００分、質疑応答：６０分

（質疑応答は、委員に加えて、意見陳述者も参加）（質疑応答は、委員に加えて、意見陳述者も参加）

２２ ヒアリング事業者・団体ヒアリング事業者・団体

事業者・団体名事業者・団体名 時間時間 その他その他

東日本電信電話株式会社東日本電信電話株式会社

西日本電信電話株式会社西日本電信電話株式会社

２０分２０分

１５分１５分

１５分１５分

１０分１０分

株式会社ケイ・オプティコム株式会社ケイ・オプティコム １０分１０分

１０分１０分

１０分１０分

１０分１０分

ＫＤＤＩ株式会社ＫＤＤＩ株式会社

ソフトバンク株式会社ソフトバンク株式会社

イー・アクセス株式会社イー・アクセス株式会社

社団法人テレコムサービス協会社団法人テレコムサービス協会

社団法人日本インターネットプロバイダー協会社団法人日本インターネットプロバイダー協会

株式会社ＵＳＥＮ株式会社ＵＳＥＮ

■左記事業者・団体は、意見募■左記事業者・団体は、意見募
集に対する意見提出者の中集に対する意見提出者の中
から選定。から選定。

■意見陳述は、左記事業者・団■意見陳述は、左記事業者・団
体体を代表する者の参加を得てを代表する者の参加を得て
行う。行う。

※※各事業者・団体について、意見陳述者に加えて、オブサーバ１名の同席を認める。各事業者・団体について、意見陳述者に加えて、オブサーバ１名の同席を認める。
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検検 討討 項項 目目

１．第一種指定電気通信設備の指定範囲１．第一種指定電気通信設備の指定範囲

２．次世代ネットワークに係る機能・設備の細分化２．次世代ネットワークに係る機能・設備の細分化

（アンバンドル）（アンバンドル）

３．接続料の算定方法等３．接続料の算定方法等

４．その他４．その他



6１．第一種指定電気通信設備の指定範囲１．第一種指定電気通信設備の指定範囲 （１）ＮＴＴ東西の次世代ネットワークの扱い①（１）ＮＴＴ東西の次世代ネットワークの扱い①

■現行の接続ルールは現行の接続ルールは、加入者回線におけるボトルネック性の有無に着目加入者回線におけるボトルネック性の有無に着目して設けられたものであり、具体的には、ボトルネック性を有する加入者回線を設置す

る事業者に対して、当該加入者回線及びこれと一体として設置する設備を第一種指定電気通信設備に指定し各種の接続関連規制を課す加入者回線及びこれと一体として設置する設備を第一種指定電気通信設備に指定し各種の接続関連規制を課すことにより、事業者間

競争の促進を図る枠組みを採用している。

■このように、接続関連規制は、第一種指定電気通信設備に該当する設備に関し課されることになっているが、一の設備が、第一種指定電気通信設備に該当す第一種指定電気通信設備に該当す

るか否かはるか否かは、次の基準に基づき次の基準に基づき、市場動向等を勘案しながら、個別具体的に判断市場動向等を勘案しながら、個別具体的に判断されるものである。

①都道府県等ごとに都道府県等ごとに、全加入者回線の過半数を占める加入者回線を設置する電気通信事業者の加入者回線全加入者回線の過半数を占める加入者回線を設置する電気通信事業者の加入者回線及びこれと一体として設置される設備これと一体として設置される設備であり、

かつ

②当該電気通信設備との接続が、他の電気通信事業者の事業展開上不可欠他の電気通信事業者の事業展開上不可欠であり、また利用者の利便性確保の観点からも不可欠利用者の利便性確保の観点からも不可欠であること

■ＮＴＴ東西の次世代ネットワーク（以下「ＮＧＮ」という。）は、①「ＩＰ通信網」と②「ＬＡＮ型通信網」の二つから構成①「ＩＰ通信網」と②「ＬＡＮ型通信網」の二つから構成される。

■「ＩＰ通信網」「ＩＰ通信網」については、高機能・大容量化した収容ルータ・中継ルータ高機能・大容量化した収容ルータ・中継ルータ、ルータ間をつなぐ中継回線ルータ間をつなぐ中継回線、伝送装置伝送装置、及び収容ルータと連携して帯域制御等の機能収容ルータと連携して帯域制御等の機能

を提供するＳＩＰサーバなどの設備から構成を提供するＳＩＰサーバなどの設備から構成され、「フレッツサービス」と「ＩＰ電話サービス」の二つのサービスを提供「フレッツサービス」と「ＩＰ電話サービス」の二つのサービスを提供するものである。

■「フレッツサービス」は、地域ＩＰ網で提供しているＢフレッツ相当のブロードバンドサービスやコンテンツ配信向けサービスに加えて、ＮＧＮ固有のサービスであるＩ

Ｐｖ６帯域確保型のユニキャスト通信や地上デジタル放送ＩＰ再送信向けマルチキャスト通信を提供するものである。また、「ＩＰ電話サービス」は、ひかりＩＰ電話

網で提供している電話サービスに加えて、ＮＧＮ固有のサービスである高品質電話や標準テレビクラス又はハイビジョンクラスのＴＶ電話等を提供するものであ

る。

■なお、「ＩＰ通信網」のアクセス回線としては、光ファイバ回線を利用「ＩＰ通信網」のアクセス回線としては、光ファイバ回線を利用するが、ＮＧＮの収容ルータに収容されるのは、新規のＢフレッツユーザＮＧＮの収容ルータに収容されるのは、新規のＢフレッツユーザであり、既存のＢフ既存のＢフ

レッツユーザレッツユーザがＮＧＮ固有のサービスを利用するためには、ＮＧＮの収容ルータへの回線の収容替えを行うことが必要回線の収容替えを行うことが必要となる。

■他方、「ＬＡＮ型通信網」「ＬＡＮ型通信網」については、収容スイッチ・中継スイッチ及びスイッチ間をつなぐ中継回線から構成収容スイッチ・中継スイッチ及びスイッチ間をつなぐ中継回線から構成されるものであり、現行のイーサ網と同様の現行のイーサ網と同様の最大１Ｇｂ

ｐｓのイーサネットサービスについてサービスについて、より安価で信頼性の高い形で提供より安価で信頼性の高い形で提供するものである（従来よりも広域従来よりも広域（県域→県間）でのサービス提供を認可申請中でのサービス提供を認可申請中））。なお、

「ＬＡＮ型通信網」のアクセス回線としては、光ファイバ回線を利用「ＬＡＮ型通信網」のアクセス回線としては、光ファイバ回線を利用するが、「ＩＰ通信網」と同様、ＮＧＮの収容スイッチに収容されるのは、新規のイーサユーザＮＧＮの収容スイッチに収容されるのは、新規のイーサユーザで

あり、既存のイーサユーザ既存のイーサユーザが、「ＬＡＮ型通信網」を利用するためには、ＮＧＮの収容スイッチに回線の収容替えを行うことが必要回線の収容替えを行うことが必要となる。

■既存の地域ＩＰ網、ひかりＩＰ電話網からＮＧＮへの移行イメージとしてはＮＧＮへの移行イメージとしては、まずはひかりＩＰ電話網の中継ルータまずはひかりＩＰ電話網の中継ルータからＮＧＮ用の中継ルータに置き換え、最終的には最終的には

収容ルータも含めてＮＧＮ用の収容ルータに置き換え収容ルータも含めてＮＧＮ用の収容ルータに置き換えることを予定している。

指定電気通信設備制度の基本的考え方指定電気通信設備制度の基本的考え方

ＮＧＮの概要ＮＧＮの概要



7１．第一種指定電気通信設備の指定範囲１．第一種指定電気通信設備の指定範囲 （１）ＮＴＴ東西の次世代ネットワークの扱い②（１）ＮＴＴ東西の次世代ネットワークの扱い②

①①ＮＧＮを構成する設備のうち、第一種指定電気通信設備に指定することが必要な設備はあるかＮＧＮを構成する設備のうち、第一種指定電気通信設備に指定することが必要な設備はあるか。「ＩＰ通信網」、「ＬＡＮ型通信網」それぞれについてどのように考「ＩＰ通信網」、「ＬＡＮ型通信網」それぞれについてどのように考

えるかえるか。

②②また、「ＩＰ通信網」では、これまで地域ＩＰ網とひかりＩＰ電話網という異なるネットワークで提供されていたサービス（フレッツサービス・ＩＰ電話サービス）が、同一の

設備（収容ルータ・中継ルータ等）で提供されることとなるが、他方、両者は、総務省が実施している競争評価上の市場区分（FTTHと０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話）や他網と

の接続形態（ＩＧＳ接続等とＩＳＰ接続等）が異なっている。これらを踏まえ、フレッツサービスに係る設備とＩＰ電話サービスに係る設備を論理的に区分して、それぞフレッツサービスに係る設備とＩＰ電話サービスに係る設備を論理的に区分して、それぞ

れの設備に対する第一種指定電気通信設備の指定の要否を検討することについてどのように考えるかれの設備に対する第一種指定電気通信設備の指定の要否を検討することについてどのように考えるか。

③③ＮＧＮを構成する設備について、現時点では第一種指定電気通信設備として指定する要件を満たしているとは判断されないものの、市場動向等によってはボト

ルネック性を有することが懸念される設備として「注視すべき機能」に位置付けることが必要なものはあるか「注視すべき機能」に位置付けることが必要なものはあるか。

検討項目検討項目

①①ＮＧＮは、ボトルネック性を有する既存のアクセス回線と一体となって提供されるサービスであることからボトルネック性を有する既存のアクセス回線と一体となって提供されるサービスであることから、ルータやイーサスイッチ、ルータ間等をつなぐ中継回線、

伝送装置、帯域制御等の機能を有するＳＩＰサーバ等のサーバ群について、第一種指定電気通信設備に指定することが必要第一種指定電気通信設備に指定することが必要【テレサ協等】。

②②ＮＧＮは、現在のＰＳＴＮに代わるネットワークと考えられるため現在のＰＳＴＮに代わるネットワークと考えられるため、ＰＳＴＮと同様に第一種指定電気通信設備に指定すべき第一種指定電気通信設備に指定すべき【ＱＴＮｅｔ等】。

③③ＮＧＮは、現在指定設備に指定されている地域ＩＰ網と同じ役割を持つ後継サービス地域ＩＰ網と同じ役割を持つ後継サービスの位置付け。地域ＩＰ網のように、ＩＳＰの利用者がインターネットを利用するたＩＳＰの利用者がインターネットを利用するた

めに必ず経由する網はめに必ず経由する網は、アクセス網と同様、ＩＳＰにとってボトルネック設備ＩＳＰにとってボトルネック設備であり、地域ＩＰ網と同等ないしそれを含む設備は、指定が必要指定が必要【ＪＡＩＰＡ】。

④④ＮＧＮは、８分岐と光配線区域に起因するボトルネック性を有する光アクセス回線と一体として構成するネットワーク８分岐と光配線区域に起因するボトルネック性を有する光アクセス回線と一体として構成するネットワークとなっており、事業者間競争を進展させるた

めには、例えば、固定電話のマイライン利用者が複数の事業者を選択し得るように、ＮＧＮでも、複数の事業者のネットワークを選択し得る環境が必要固定電話のマイライン利用者が複数の事業者を選択し得るように、ＮＧＮでも、複数の事業者のネットワークを選択し得る環境が必要。しかし、

ＮＧＮは、地域ＩＰ網と同様に他事業者のネットワークとの間に実質的な代替性がなくドミナント性を有することが明らか他事業者のネットワークとの間に実質的な代替性がなくドミナント性を有することが明らかであるため、指定が必要指定が必要【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

⑤⑤ＮＧＮは、従来のＰＳＴＮと異なり従来のＰＳＴＮと異なり階層的構造を持ち段階的にサービスが投入段階的にサービスが投入されていくことにより、指定範囲等の検討を行った時点で将来予測が困難指定範囲等の検討を行った時点で将来予測が困難となり、結結

果としてＮＴＴ東西の市場支配力が強まることが懸念果としてＮＴＴ東西の市場支配力が強まることが懸念される。よって、ＮＧＮに係る機能・設備は、原則すべて指定設備にすることが適当原則すべて指定設備にすることが適当である【ビック東海】。

⑥⑥認証、課金、帯域制御等品質保証、プレゼンス機能等の機能についても、第一種指定電気通信設備に指定すべき認証、課金、帯域制御等品質保証、プレゼンス機能等の機能についても、第一種指定電気通信設備に指定すべき【ｱｯｶ･ﾈｯﾄﾜｰｸ等】。

⑦⑦部分的な設備を非指定とする場合部分的な設備を非指定とする場合、今後のＮＧＮの進展に応じたアンバンドルの検討に支障が生じる可能性今後のＮＧＮの進展に応じたアンバンドルの検討に支障が生じる可能性がある【ｲｰ･ｱｸｾｽ】。

ＮＯＩに寄せられた主な意見ＮＯＩに寄せられた主な意見

⑧⑧ＮＧＮは、国際的な標準化動向やお客様ニーズ等を踏まえながら、これから徐々に発展していくネットワークであって、技術的にもサービス的にも将来の予見が

難しいものである。また、その整備、技術開発及びサービス開発の面で、当社も他事業者と同じスタートライン整備、技術開発及びサービス開発の面で、当社も他事業者と同じスタートラインに立っており、今後の発展は、各事業者の創意工今後の発展は、各事業者の創意工

夫夫にかかっている。このような環境下で、仮に当初から一定の予断に基づき事前規制が課されるとすれば、柔軟なネットワークの構築、新サービスの開発が阻仮に当初から一定の予断に基づき事前規制が課されるとすれば、柔軟なネットワークの構築、新サービスの開発が阻

害されるおそれ害されるおそれがあるため、基本的に各事業者の自由な事業展開に委ね、仮に問題が生じた際に対応を行うアプローチとすべき基本的に各事業者の自由な事業展開に委ね、仮に問題が生じた際に対応を行うアプローチとすべき【ＮＴＴ東西】。
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①①現在、ＮＴＴ東西の地域ＩＰ網は地域ＩＰ網は、第一種指定電気通信設備に指定されているが、ＮＧＮの稼働後も引き続き指定することが適当か引き続き指定することが適当か。

②②現在、ＮＴＴ東西のひかりＩＰ電話網はひかりＩＰ電話網は、第一種指定電気通信設備に指定されていないが、ＮＧＮの稼働後も引き続き非指定とすることが適当か引き続き非指定とすることが適当か。

③③その他、現在、第一種指定電気通信設備に指定されているメディアコンバータや光信号伝送装置（ＯＬＴ）、スプリッタといった装置類メディアコンバータや光信号伝送装置（ＯＬＴ）、スプリッタといった装置類について、ＮＧＮ稼働後も引引

き続き指定することが適当かき続き指定することが適当か。

検討項目検討項目

①①地域ＩＰ網の全ての回線がＮＧＮにマイグレーションしない限り全ての回線がＮＧＮにマイグレーションしない限りは、地域ＩＰ網も引き続き指定設備にすべき地域ＩＰ網も引き続き指定設備にすべき【ｱｯｶ･ﾈｯﾄﾜｰｸｽ】。

②②多くのＩＳＰ事業者は、ＮＴＴ東西がアクセス網に地域ＩＰ網を組み合わせて提供するフレッツサービスを利用したインターネット接続サービ多くのＩＳＰ事業者は、ＮＴＴ東西がアクセス網に地域ＩＰ網を組み合わせて提供するフレッツサービスを利用したインターネット接続サービスを提供スを提供している。ＮＧＮＮＧＮ

稼働後も稼働後も、アクセス網である加入者系光ファイバと同様に、それと一体として提供される地域ＩＰ網も、ほとんどのＩＳＰにとって実質上代替性のないボトルネック設ほとんどのＩＳＰにとって実質上代替性のないボトルネック設

備であることに変わりはない備であることに変わりはない。したがって、地域ＩＰ網は、ＮＧＮ稼働後も引き続き指定されることが必要【ＪＡＩＰＡ等】。

③③現状の地域ＩＰ網は、ＮＴＴ東西と接続事業者間の競争が進展している状況になく、ＮＴＴ東西の地域ＩＰ網と接続事業者の地域ＩＰ網には実質的な代替性がないＮＴＴ東西の地域ＩＰ網と接続事業者の地域ＩＰ網には実質的な代替性がないこ

とから、ＮＴＴ東西の地域ＩＰ網が指定設備から外れることは不適当地域ＩＰ網が指定設備から外れることは不適当。事業者間の競争を進展させるためには、少なくとも、固定電話におけるマイライン利用者が少なくとも、固定電話におけるマイライン利用者が

複数の事業者を選択し得るように複数の事業者を選択し得るように、Ｂフレッツ利用者においても複数の事業者の地域ＩＰ網を選択し得る環境にあることが必要Ｂフレッツ利用者においても複数の事業者の地域ＩＰ網を選択し得る環境にあることが必要【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

④④このような競争が進展していない現状において、ＮＴＴ東西の地域ＩＰ網が指定設備から外れた場合地域ＩＰ網が指定設備から外れた場合、ＮＴＴ東西の地域ＩＰ網の接続料が非公開となりスタックテススタックテス

トが実施されないことでトが実施されないことで、利用者料金とその原価となる接続料の適正性の検証が行われなくなり、利用者料金の高止まり等を引き起こすおそれ利用者料金の高止まり等を引き起こすおそれ【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

ＮＯＩに寄せられた主な意見ＮＯＩに寄せられた主な意見

⑤⑤地域ＩＰ網を含め、ＩＰ通信網はすべて、以下の観点からボトルネック性はないことから、指定設備の対象から除外すべき以下の観点からボトルネック性はないことから、指定設備の対象から除外すべき【ＮＴＴ東西】 。

・中継ダークファイバや局舎コロケーションの開放中継ダークファイバや局舎コロケーションの開放等、世界的に最も徹底したオープン化により、他事業者も当社と同様のネットワークの構築が可能他事業者も当社と同様のネットワークの構築が可能であること

・ルータ等の局内装置は市販品であり、誰でも調達・設置可能ルータ等の局内装置は市販品であり、誰でも調達・設置可能であること

・現に、他事業者は全て自前で局内装置を設置し、独自のＩＰ通信網を構築現に、他事業者は全て自前で局内装置を設置し、独自のＩＰ通信網を構築しており、当社に匹敵するブロードバンドユーザを獲得当社に匹敵するブロードバンドユーザを獲得していること

・その結果、地域ＩＰ網の接続料を設定したものの、ＮＴＴ東西間以外に利用実績がないことＮＴＴ東西間以外に利用実績がないこと

・このようにネットワーク部分は、アクセス部分とは明確に分けて構築可能であり、またアクセス部分についても、加入ダークファイバや局舎コロケーションを開

放しており、さらには電柱等の線路敷設基盤のオープン化により、他事業者が自前の加入者回線を敷設するための環境は整備されていることから、当社のア当社のア

クセス回線のシェアが高いかどうかは、地域ＩＰ網自体のボトルネック性の有無の判断には直接関係しないことクセス回線のシェアが高いかどうかは、地域ＩＰ網自体のボトルネック性の有無の判断には直接関係しないこと

地域ＩＰ網関係地域ＩＰ網関係
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⑤⑤集合住宅向けＩＰ電話サービス等に用いるルータは、以下の理由により、ボトルネック性が認められないとの整理が図られており、当時と現在を比較した場合、当時と現在を比較した場合、

何ら状況が変わっているものではないことから何ら状況が変わっているものではないことから、当該ルータは引き続き指定設備から除外すべき当該ルータは引き続き指定設備から除外すべきであり、「注視すべき機能」にも位置付けるべきでない【ＮＴＴ西】。

・当該ルータは、市場で競争的に供給が受けられるものであり、容易に調達・設置が可能当該ルータは、市場で競争的に供給が受けられるものであり、容易に調達・設置が可能なものである

・アクセスラインについてはアクセスラインについては、ＮＴＴ東西の接続約款で、「加入者光ファイバ」又は「加入者光ファイバとメディアコンバータ」といった単位でアンバンドルされているアンバンドルされている

・これらにより、他事業者はＮＴＴ東西のＩＰ電話サービスと同様のサービスが提供可能他事業者はＮＴＴ東西のＩＰ電話サービスと同様のサービスが提供可能であり、現に他事業者は既に同様のサービスを実施現に他事業者は既に同様のサービスを実施している

①①メディアコンバータや光信号伝送装置（ＯＬＴ）、スプリッタ等については、地域ＩＰ網、加入者回線等とともに多くのＩＳＰが利用してブロードバンドサービスを提供し

ており、ＩＳＰ事業者としては今度も事業継続していくためには接続が保証されなければならない設備であり、指定の継続をすべきＩＳＰ事業者としては今度も事業継続していくためには接続が保証されなければならない設備であり、指定の継続をすべき【ビック東海】。

②②ボトルネック性が存在する固定系加入者回線と一体として構築されている装置類ボトルネック性が存在する固定系加入者回線と一体として構築されている装置類については、指定の継続が必要指定の継続が必要【ＫＤＤＩ】。

③③スプリッタ、ＯＬＴ等が指定から外れることによりスプリッタ、ＯＬＴ等が指定から外れることにより、８分岐スプリッタ並びにＮＴＴ東西の事業規模にとって都合の良い光配線区域のサイズに起因する競争阻害性

により、接続事業者は同等の役務を提供できず、ＮＴＴ東西の独占的地位が一層高まることが懸念接続事業者は同等の役務を提供できず、ＮＴＴ東西の独占的地位が一層高まることが懸念。局内装置類については、指定を継続すべき局内装置類については、指定を継続すべき【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

①①０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話については、ＮＴＴ東西が提供を開始した平成１６年度末で約４平成１６年度末で約４,,０００加入０００加入であったものが、１８年度末には約３１７万加入と約７７０倍に増加１８年度末には約３１７万加入と約７７０倍に増加して

いるが、これは、戸建て向けＩＰ電話サービスの提供の用いるルータを非指定設備とする告示改正案の諮問の際に示された、「将来的にＮＴＴ東日本・西日本のＩＰ将来的にＮＴＴ東日本・西日本のＩＰ

電話網のルータが多くの端末系伝送路設備を収容電話網のルータが多くの端末系伝送路設備を収容する、又は他事業者網と当該ＩＰ電話網のルータが既存電話網を介さずに接続する需要が顕在化ＩＰ電話網のルータが既存電話網を介さずに接続する需要が顕在化することが

見込まれる場合に、改めてこれらのルータのボトルネック性について検証する必要改めてこれらのルータのボトルネック性について検証する必要がある」との考え方に該当との考え方に該当。早急に指定に向けた告示改正をすべき早急に指定に向けた告示改正をすべき【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

②②ひかりＩＰ電話は、加入電話の代替サービスであり、フレッツサービスの付加サービスひかりＩＰ電話は、加入電話の代替サービスであり、フレッツサービスの付加サービスでもある。フレッツサービスのネットワークである地域ＩＰ網が指定設備であフレッツサービスのネットワークである地域ＩＰ網が指定設備であ

ることから、ひかりＩＰ電話網も、本来、当初から指定されておくべきものることから、ひかりＩＰ電話網も、本来、当初から指定されておくべきもの。早急に非指定としている現在の整理を見直し、指定設備とすべき【ＫＤＤＩ】。

③③ひかり電話は、現在、ＢフレッツによるＦＴＴＨアクセスのシェア拡大の牽引力ＢフレッツによるＦＴＴＨアクセスのシェア拡大の牽引力となっていることに加え、ＮＧＮは現在市場を独占しているＰＳＴＮをマイグレーションＮＧＮは現在市場を独占しているＰＳＴＮをマイグレーション

することが明確することが明確であるため、改めて指定設備とすることを検討すべき改めて指定設備とすることを検討すべき【ビック東海】。

④④ひかり電話は、早晩ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙｻｰﾋﾞｽである加入電話の代替となり得るサービス早晩ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙｻｰﾋﾞｽである加入電話の代替となり得るサービスであり、ＮＧＮの稼働如何にかかわらず、早期に指定設備化の検討が必要早期に指定設備化の検討が必要【ＣＴＣ】。

ひかりＩＰ電話網関係ひかりＩＰ電話網関係

装置類関係装置類関係

④④メディアコンバータ、ＯＬＴを設置するための局舎スペースや電源設備は、既に接続事業者に開放メディアコンバータ、ＯＬＴを設置するための局舎スペースや電源設備は、既に接続事業者に開放されていることから、現時点で接続事業者はボトルネック性が

高い端末系光ファイバを利用したサービスは可能。よって、メディアコンバータ等機器設備への指定は不要メディアコンバータ等機器設備への指定は不要【ＳＴＮｅｔ等】。

⑤⑤メディアコンバータ、光信号伝送装置（ＯＬＴ）、局内スプリッタ等の装置類について、当該装置類等が誰でも容易に調達・設置可能である等、参入機会の均等性装置類等が誰でも容易に調達・設置可能である等、参入機会の均等性

が確保が確保されていること、現に他事業者は局舎コロケーションを利用して自ら設置現に他事業者は局舎コロケーションを利用して自ら設置しており、当社が接続料を設定したものの利用実績は皆無当社が接続料を設定したものの利用実績は皆無であることにかんがみ

れば、ボトルネック性がないことは明らかであるため、早急に指定設備の対象から除外してもらいたい早急に指定設備の対象から除外してもらいたい【ＮＴＴ東西】。



10２．次世代ネットワークに係る設備・機能の細分化（アンバンドル）①２．次世代ネットワークに係る設備・機能の細分化（アンバンドル）①

■アンバンドルとは、「他事業者が、第一種指定電気通信設備を設置する事業者の網構成設備や機能のうち、必要なもののみを細分化して使用できるようにする他事業者が、第一種指定電気通信設備を設置する事業者の網構成設備や機能のうち、必要なもののみを細分化して使用できるようにする

ことこと」である。

①①他事業者が、ＮＧＮの機能のうち必要な部分だけを利用して自由なＩＰ網を構築し新事業の創出等を可能とする観点から、これまでと同様に、アンバンドルを積極

的に推進すべきと考えられるが、ＮＧＮのアンバンドルを検討するに当たって留意すべき点は何かＮＧＮのアンバンドルを検討するに当たって留意すべき点は何か。例えば、ＮＧＮは、一の設備がソフトウェア制御等により、複数

の機能を持ち得るなど従来とは異なる機能付与の在り方が可能となるため、これまで以上に設備面だけでなく機能面に着目することが必要となるのではないかこれまで以上に設備面だけでなく機能面に着目することが必要となるのではないか。

②②この点、ＮＧＮでは、ＩＰ通信網を利用した「フレッツサービス」「ＩＰ電話サービス」、ＬＡＮ型通信網を利用した「イーササービス」が提供されることとなる。例えば、「Ｉ

Ｐ電話サービス」を例に取ると、携帯電話事業者や固定電話事業者が携帯等発ＮＧＮ－ＩＰ電話サービス着の音声役務のエンドエンド料金を設定する場合携帯電話事業者や固定電話事業者が携帯等発ＮＧＮ－ＩＰ電話サービス着の音声役務のエンドエンド料金を設定する場合、携帯

電話事業者等は、ＮＧＮの接続料を支払うこととなるが、この接続料原価に「フレッツサービス」や「イーササービス」を提供するための費用が含まれるのは適正なこの接続料原価に「フレッツサービス」や「イーササービス」を提供するための費用が含まれるのは適正な

負担と言えるか負担と言えるか。この際、「ＩＰ電話サービス」に係る費用に基づき、接続料原価を算定させるためには「ＩＰ電話サービス」に係る機能をアンバンドルする必要が生「ＩＰ電話サービス」に係る機能をアンバンドルする必要が生

じるが、この点についてどう考えるかじるが、この点についてどう考えるか。これと同様に、「フレッツサービス」に係る機能や「イーササービス」に係る機能をアンバンドルすることについてどう考えるかこれと同様に、「フレッツサービス」に係る機能や「イーササービス」に係る機能をアンバンドルすることについてどう考えるか。

③③また、ＮＧＮが搭載する特徴的な機能として、ＱｏＳ（Quality of Service）を確保した通信を行うための帯域制御を行う機能や認証・課金等を行う機能帯域制御を行う機能や認証・課金等を行う機能などが挙げ

られるが、これらをアンバンドルすることについてどう考えるかをアンバンドルすることについてどう考えるか。また、転送機能をアンバンドルすることについてどう考えるか転送機能をアンバンドルすることについてどう考えるか。

④④また、今後のＰＳＴＮ等からＮＧＮへのマイグレーションを想定する場合今後のＰＳＴＮ等からＮＧＮへのマイグレーションを想定する場合、ＰＳＴＮでアンバンドルされていた機能等がＮＧＮでも同様に利用できるようにすることにＰＳＴＮでアンバンドルされていた機能等がＮＧＮでも同様に利用できるようにすることに

ついてどう考えるかついてどう考えるか。その他、アンバンドルが必要と考えられる設備や機能としてどのようなものが考えられるか。

⑤⑤ＮＧＮは、今後の急速な技術革新を受けて、機能面での段階的発展が想定機能面での段階的発展が想定されるが、このような機能追加に対応し、適時適切なアンバンドルを実施することが機能追加に対応し、適時適切なアンバンドルを実施することが

公正競争を確保する観点から必要となるのではないか公正競争を確保する観点から必要となるのではないか。このための方策としてどのようなことが考えられるか。例えば、今年度から運用を開始している競争セー例えば、今年度から運用を開始している競争セー

フガード制度を活用していく方向性についてどう考えるかフガード制度を活用していく方向性についてどう考えるか。

⑥⑥上記アンバンドルの要否も踏まえ、ＮＧＮについて、ＮＴＴ東西が現在公表している箇所に加えて、標準的な接続箇所として追加すべき箇所はあるか標準的な接続箇所として追加すべき箇所はあるか。

アンバンドルの基本的考え方アンバンドルの基本的考え方

検討項目検討項目

■アンバンドルアンバンドルはは、他事業者が多様な接続を実現するために必要なものであることから、基本的には他事業者の要望に基づいて行われるべきであり、また競争の競争の

促進及び相互接続の推進の観点から、積極的にこれを推進すべき促進及び相互接続の推進の観点から、積極的にこれを推進すべきである。

■このためこのため、第一種指定電気通信設備を設置する事業者は、他事業者が要望する網構成設備や機能について、技術的に可能な場合にはアンバンドルして提供他事業者が要望する網構成設備や機能について、技術的に可能な場合にはアンバンドルして提供

しなければならないしなければならないこととされており、指定設備を設置する事業者が技術的に実現不可能であることを一定期間内に示せない場合には、技術的に可能と見なす指定設備を設置する事業者が技術的に実現不可能であることを一定期間内に示せない場合には、技術的に可能と見なす

ことが適当ことが適当であるとされている（「電気通信審議会答申「接続の基本的ルールの在り方について」（96.12）） 。

■この結果、現在の網機能の数は、接続制度創設時（９７年度）の１１機能から３３機能へと３倍に増加している。
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①①競争事業者のみならず、ISP、コンテンツ事業者、他事業者の固定・無線ネットワークを利用するMVNO等も含めたプレーヤーに機会の同等性を担保し、創意

工夫による多様なサービスを提供する環境を提供するため、NGNについては従来以上に機能に着目したアンバンドルが必要。NGNは、レイヤー構造を持つことレイヤー構造を持つこと

や、ソフトウェア制御によって一つの設備が複数の機能を保有するという性質を持つものソフトウェア制御によって一つの設備が複数の機能を保有するという性質を持つものであり、経済性、合理性に配慮しつつも、競争事業者等が多様な形態を競争事業者等が多様な形態を

選択できるように原則的に機能毎に細分化されることが望ましい選択できるように原則的に機能毎に細分化されることが望ましい【ビック東海】。

②②今後発展が期待されるプラットフォーム市場の競争を促進するためには、これまで以上に機能面に着目するとともに、水平的な接続（転送機能間、転送制御機

能間、サービス制御機能間）に係る公正競争ルールだけでなく、垂直的な接続（サービス制御機能と転送（制御）機能間、アプリケーション・サービス支援機能と

サービス制御機能間）に関する公正な接続ルールの整備が必要。サービス制御機能と転送機能の接続においては、品質クラス毎の転送機能（ＱｏＳを確保したサービス制御機能と転送機能の接続においては、品質クラス毎の転送機能（ＱｏＳを確保した

通信）についてアンバンドルが必要通信）についてアンバンドルが必要。また、アプリケーション支援機能とサービス制御機能の接続においては、基本機能（認証、セッション制御、品質制御等の機アプリケーション支援機能とサービス制御機能の接続においては、基本機能（認証、セッション制御、品質制御等の機

能）の一括的なアンバンドル、またオプション機能（プレゼンス情報、位置情報等）の選択的なアンバンドリングが必要能）の一括的なアンバンドル、またオプション機能（プレゼンス情報、位置情報等）の選択的なアンバンドリングが必要【テレサ協】。

③③ＮＧＮに係る技術や機能は、ＰＳＴＮとは異なり、標準化の途上にあるものが多いＮＧＮに係る技術や機能は、ＰＳＴＮとは異なり、標準化の途上にあるものが多い。また、機能に関する統一的な定義や概念について、未だ具体化・明確化され機能に関する統一的な定義や概念について、未だ具体化・明確化され

ていないていない。こうした段階で、予断に基づき「機能」のアンバンドルといった事前規制を課すべきではないこうした段階で、予断に基づき「機能」のアンバンドルといった事前規制を課すべきではない【ＮＴＴ東西】。

④④ＮＧＮのアンバンドルは、アクセス網、コア網、プラットフォーム網といったレイヤー毎に機能単位で行うことが望ましい。プラットフォーム機能（認証・課金、ＱｏＳプラットフォーム機能（認証・課金、ＱｏＳ

制御等）は特にアンバンドルされるべき制御等）は特にアンバンドルされるべき。プラットフォーム機能を接続するＩＳＰ事業者が利用することで、様々な新サービスの登場に道を開くものと期待【ＪＡＩＰＡ等】。

⑤⑤当社のＮＧＮは、現時点では通信（伝送）機能が中心であり、いわゆる「プラットフォーム機能」は、国際的にも標準化途上にあるため、具備していないいわゆる「プラットフォーム機能」は、国際的にも標準化途上にあるため、具備していない【ＮＴＴ東西】。

⑥⑥将来的にPSTN等既存ネットワークが、ＮＴＴ－ＮＧＮに置き換えられる可能性があることを考慮すると、移行期間を含め、例えばフリーコール等の現在ＰＳＴＮ等例えばフリーコール等の現在ＰＳＴＮ等

既存ネットワークで提供されているサービスと同等のサービスが継続可能なレベルで設備・機能がアンバンドルされることが必要既存ネットワークで提供されているサービスと同等のサービスが継続可能なレベルで設備・機能がアンバンドルされることが必要【ｱｯｶ･ﾈｯﾄﾜｰｸｽ】。

⑦⑦ＮＧＮは、整備、サービス開発等の面で当社も他事業者と同じスタートラインに立っており、電話時代とは異なる状況にあること、またNGNはネットワーク全体と

して機能するものであり、PSTN交換機のように単独で機能するものでないことから、PSTNPSTNで求められていたのと同様の設備・機能の細分化（アンバンドル）を求で求められていたのと同様の設備・機能の細分化（アンバンドル）を求

めることは適当ではないめることは適当ではない【NTT東西】。

ＮＯＩに寄せられた主な意見ＮＯＩに寄せられた主な意見

⑧⑧ＮＧＮは、段階的に網機能を拡大していくことが想定されるため、導入時のルール策定に終わるのではなく、適時（随時）にルールを見直すことが必要適時（随時）にルールを見直すことが必要【ＫＤＤＩ】 。

⑨⑨段階的に発展した機能についても、利用者利便向上及び公正競争確保のためには、新機能についても適時適切にアンバンドルすることが必要新機能についても適時適切にアンバンドルすることが必要【ｱｯｶﾈｯﾄﾜｰｸｽ】。

⑩⑩現行ＮＴＴ法上、ＮＴＴ東西は、県内通信を行うことが主目的現行ＮＴＴ法上、ＮＴＴ東西は、県内通信を行うことが主目的であることから、ＮＧＮについて、現状の加入電話等と同等に、少なくとも各県にＰＯＩを１以上設けるこ少なくとも各県にＰＯＩを１以上設けるこ

とを義務付けることが適当とを義務付けることが適当【ＣＴＣ等】 。

⑪⑪ＮＮＩやＳＮＩについては、既存網におけるＧＣ接続・ＺＣ接続の実績既存網におけるＧＣ接続・ＺＣ接続の実績や、サービスレイヤにおける地上波デジタル配信事業者の接続要望等を踏まえ地上波デジタル配信事業者の接続要望等を踏まえ、最低限、県最低限、県

毎の接続箇所を設けるべき毎の接続箇所を設けるべき【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

⑫⑫アクセス回線を多様化し、利用者の選択肢を広げるため、ＮＴＴ以外の他事業者の扱うアクセス回線ＮＴＴ以外の他事業者の扱うアクセス回線（ＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ、無線アクセス等）もＮＧＮに接続できるようもＮＧＮに接続できるよう

に接続箇所を追加すべきに接続箇所を追加すべき【ｱｯｶ･ﾈｯﾄﾜｰｸｽ】。
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■接続料は、電気通信事業法に基づき、能率的な経営の下における適正な原価に照らし公正妥当能率的な経営の下における適正な原価に照らし公正妥当なものであることが必要とされており、接続料の具体的な算定

方法としては、現在、実績原価方式実績原価方式、将来原価方式将来原価方式、長期増分費用方式（ＬＲＩＣ方式）長期増分費用方式（ＬＲＩＣ方式）、キャリアズレートキャリアズレートが存在している。

✔実績原価方式：前々年度の接続会計に基づく実績費用等に基づき、接続料を算定する方法

✔将来原価方式：新規かつ相当の需要増加が見込まれるサービスに係る設備に適用し、原則５年以内の予測需要・費用に基づき、接続料を算定する方法

✔長期増分費用方式：仮想的に構築された効率的なネットワークのコストに基づき、接続料を算定する方法

✔キャリアズレート：届け出ている小売料金から営業費相当分を控除して接続料を算定する方法

■なお、長期増分費用方式とキャリアズレート長期増分費用方式とキャリアズレートについては、それぞれの方式で算定する機能が接続料規則で個別に規定それぞれの方式で算定する機能が接続料規則で個別に規定されているが、それ以外の機能について、

実績原価方式と将来原価方式のいずれで算定するかは実績原価方式と将来原価方式のいずれで算定するかは、将来原価方式における「新規かつ相当の需要増加が見込まれる」という要件を踏まえつつ、ＮＴＴ東西ＮＴＴ東西

が判断して認可申請を行い、その適正性を認可審査の過程で行政がチェックするという枠組みが判断して認可申請を行い、その適正性を認可審査の過程で行政がチェックするという枠組みを採用している。

①①次世代ネットワークに係る網機能の接続料算定を検討する際に、どのような点に留意することが必要か次世代ネットワークに係る網機能の接続料算定を検討する際に、どのような点に留意することが必要か。例えば、ＰＳＴＮとは異なり、従量制接続料の設定が困

難な面があるなどのＩＰ網の特性やＩＳＰ間等の精算方式との整合性等に留意することが必要となるか。

②②仮に、「フレッツサービス」がアンバンドルされる場合、接続料はどのような方法で算定することが適当か仮に、「フレッツサービス」がアンバンドルされる場合、接続料はどのような方法で算定することが適当か。現在、「フレッツサービス」類似のサービスを提供してい

る地域ＩＰ網については、収容局接続の接続料が、当初は５年間の将来原価方式で、現在は実績原価方式で算定されていることとの関係でどう考えるか。また、

地域ＩＰ網からＮＧＮへのマイグレーションを考えた場合、地域ＩＰ網の接続料とＮＧＮの接続料との間で額の差異があることについてどう考地域ＩＰ網からＮＧＮへのマイグレーションを考えた場合、地域ＩＰ網の接続料とＮＧＮの接続料との間で額の差異があることについてどう考えるかえるか。

③③ＩＳＰ接続についてＩＳＰ接続について、現在の地域ＩＰ網では、収容局接続の接続料しか設定されておらず、ＩＳＰ事業者がエンドエンド料金が設定できるような形で接続料が設定さ

れていない現状にあるが、この点について、ＮＧＮではどのように考えるかＮＧＮではどのように考えるか。

④④仮に、「ＩＰ電話サービス」がアンバンドルされる場合、接続料はどのような方法で算定することが適当か仮に、「ＩＰ電話サービス」がアンバンドルされる場合、接続料はどのような方法で算定することが適当か。また、ひかりＩＰ電話網が第一種指定電気通信設備に指

定された場合、接続料はどのような方法で算定することが適当か（現行のひかりＩＰ電話網の接続料は、相対で設定）。また、ひかりＩＰ電話網からＮＧＮへのマイまた、ひかりＩＰ電話網からＮＧＮへのマイ

グレーションを考えた場合、ひかりＩＰ電話網の接続料とＮＧＮの接続料との間で額の差異があることについてどう考えるかグレーションを考えた場合、ひかりＩＰ電話網の接続料とＮＧＮの接続料との間で額の差異があることについてどう考えるか。

⑤⑤「フレッツサービス」と「ＩＰ電話サービス」「フレッツサービス」と「ＩＰ電話サービス」は、同一の収容ルータ・中継ルータやＳＩＰサーバ等を利用して提供することとなるが、両サービスに係る接続料を算定す

る際には、両サービスごとに、設備に係る費用を分計することが必要となるが、どのような方法が適当か両サービスごとに、設備に係る費用を分計することが必要となるが、どのような方法が適当か。

⑥⑥仮に、「イーササービス」がアンバンドルされる場合、接続料はどのような方法で算定することが適当か仮に、「イーササービス」がアンバンドルされる場合、接続料はどのような方法で算定することが適当か。

⑦⑦仮に、認証・課金や帯域制御等を行う機能がアンバンドルされる場合、接続料はどのような方法で算定することが適当か仮に、認証・課金や帯域制御等を行う機能がアンバンドルされる場合、接続料はどのような方法で算定することが適当か。

⑧⑧ＩＰ－ＩＰ接続についてＩＰ－ＩＰ接続について、現時点ではＮＴＴ東西間のＩＰｖ６通信接続以外は存在しないが、今後接続料はどのような方法で算定することが適当か今後接続料はどのような方法で算定することが適当か。

接続料の算定方法接続料の算定方法

検討項目検討項目



13３．３．接続料の算定方法等接続料の算定方法等 （１）接続料の算定方法②（１）接続料の算定方法②

①①ＮＧＮの接続料算定方法の検討に当たっては、①既存サービスからの移行に際し、ＮＧＮの効率性を考慮したより低廉な接続料とすること既存サービスからの移行に際し、ＮＧＮの効率性を考慮したより低廉な接続料とすること、②接続料体系の変更により、関係事関係事

業者における過度なシステム改修負担を発生させないこと業者における過度なシステム改修負担を発生させないこと、③既存網とＮＧＮの双方で類似のサービスが提供される並存期間が存在すること既存網とＮＧＮの双方で類似のサービスが提供される並存期間が存在すること、に留意が必要に留意が必要。特に、既存網

ユーザが通話する際に、通話先がＰＳＴＮかＮＧＮかを認識できないが、通話先で利用者料金水準が大きく異なると、利用者の混乱を来し適切ではない。このため、ＮＧＮの電話ＮＧＮの電話

サービスの接続料は、利用者料金への影響を避けるため、ＰＳＴＮ接続料と同一水準とすることが望ましいサービスの接続料は、利用者料金への影響を避けるため、ＰＳＴＮ接続料と同一水準とすることが望ましい【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

②②ＮＧＮの接続料算定については、音声とデータを統合したＩＰパケット網の特性に起因するところにより、従来のＰＳＴＮにおける従量制接続料の導入が困難従来のＰＳＴＮにおける従量制接続料の導入が困難になることや、算定方算定方

法によりＩＳＰ間の従来のビジネスベースの精算方式に大きな影響を与える可能性法によりＩＳＰ間の従来のビジネスベースの精算方式に大きな影響を与える可能性があり、慎重な検討が必要慎重な検討が必要。留意点としては留意点としては、現在のＰＳＴＮの従量料金との継続性や整合性現在のＰＳＴＮの従量料金との継続性や整合性

を図ること、今後接続料金を低廉に維持できる仕組み作りであると考える【ビック東海】。

③③ＰＳＴＮの従量制の考え方を必ずしも踏襲する必要はなくＰＳＴＮの従量制の考え方を必ずしも踏襲する必要はなく、例えばＩＰ網間の接続であれば、ビル＆キープの考え方でのコンセンサス形成の検討も必要ＩＰ網間の接続であれば、ビル＆キープの考え方でのコンセンサス形成の検討も必要【ｲｰ･ｱｸｾｽ】。

④④将来的に全てＩＰ網に移行した場合は、現状のＩＳＰ同士の接続と同様にﾋﾟｱﾘﾝｸﾞやﾄﾗﾝｼﾞｯﾄに移行すると想定。しかし、事業者間で規模が異なり事業者間で規模が異なり、またﾋﾟｱﾘﾝｸﾞとﾄﾗﾝｼﾞｯﾄのどちらﾋﾟｱﾘﾝｸﾞとﾄﾗﾝｼﾞｯﾄのどちら

を採用するかの基準の明確化が困難を採用するかの基準の明確化が困難なため、ＩＰ網同士の接続でも、接続約款の策定･公表を義務付け、接続料の適正性を検証すべきＩＰ網同士の接続でも、接続約款の策定･公表を義務付け、接続料の適正性を検証すべき【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

⑤⑤ブロードバンド接続における料金制としては、現在定額料金しか存在していないことから、ＮＧＮを利用するブロードバンド接続についても、当然定額料金を前提とした接続料体ＮＧＮを利用するブロードバンド接続についても、当然定額料金を前提とした接続料体

系が求められる系が求められる。しかししかし受益者負担、利用の負担の公平性の観点から将来に渡って従量体系を否定するものではない将来に渡って従量体系を否定するものではない【ＪＡＩＰＡ】。

ＮＯＩに寄せられた主な意見ＮＯＩに寄せられた主な意見

⑥⑥ＩＰ通信網同士の接続料は、事業者間協議に委ねることが適切ＩＰ通信網同士の接続料は、事業者間協議に委ねることが適切。その理由としては、①他事業者も同様のﾈｯﾄﾜｰｸ構築が可能であり、現に構築しているため、事業者相互間のＩ事業者相互間のＩ

Ｐ通信は独立したＩＰ通信網同士の接続形態となり、相互のﾈｯﾄﾜｰｸを相互に利用し合うようになることＰ通信は独立したＩＰ通信網同士の接続形態となり、相互のﾈｯﾄﾜｰｸを相互に利用し合うようになること、②特にＮＧＮ同士のＩＰ－ＩＰ接続では、ﾍﾞｽﾄｴﾌｫｰﾄ型の通信に加えて、帯帯

域確保型の大容量通信が可能となるが、新しいｻｰﾋﾞｽであるため、お客様の使い方が現時点で予測困難なこと域確保型の大容量通信が可能となるが、新しいｻｰﾋﾞｽであるため、お客様の使い方が現時点で予測困難なこと、③国際的に見ても国際的に見ても、ＩＰ通信網同士の接続料は、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄに代

表されるように事業者間で決定されており、規制している国はないこと規制している国はないこと【ＮＴＴ東西】。

⑦⑦「転送機能」については「転送機能」については、品質ｸﾗｽ毎にｱﾝﾊﾞﾝﾄﾞﾙする場合品質ｸﾗｽ毎にｱﾝﾊﾞﾝﾄﾞﾙする場合、ＩＰ網の特性から、ｺｽﾄに基づく接続料算定はＩＰ網の特性から、ｺｽﾄに基づく接続料算定は技術進歩の著しい現状では困難現状では困難。当面は、管理部門から利用部門への当面は、管理部門から利用部門への

卸料金を設定の上、算定する方式が適切卸料金を設定の上、算定する方式が適切。また、「ｻｰﾋﾞｽ制御機能」については、将来原価方式又は長期増分費用方式の適用も可能「ｻｰﾋﾞｽ制御機能」については、将来原価方式又は長期増分費用方式の適用も可能【テレサ協】。

⑧⑧接続料算定の透明性確保・非効率性排除の観点から、長期増分費用方式が望ましい長期増分費用方式が望ましい。ただただ、当該方式は、ﾓﾃﾞﾙ構築に一定期間を要し当初からの採用は現実的ではない当初からの採用は現実的ではないため、

当初は、接続料高騰を抑制し利用者料金値上げを誘発しないようﾌﾟﾗｲｽｷｬｯﾌﾟ方式や将来原価方式等の暫定的措置も考えられる当初は、接続料高騰を抑制し利用者料金値上げを誘発しないようﾌﾟﾗｲｽｷｬｯﾌﾟ方式や将来原価方式等の暫定的措置も考えられる【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

⑨⑨将来原価方式や長期増分費用方式将来原価方式や長期増分費用方式を新たに構築する網の接続料算定方式として利用することは、接続料と実際のｺｽﾄとの乖離が大きくなり、網構築事業者の設備構築ｲﾝｾﾝ設備構築ｲﾝｾﾝ

ﾃｨﾌﾞを削ぐこととなるため、適切ではないﾃｨﾌﾞを削ぐこととなるため、適切ではない。また、実績原価方式は実績原価方式は、ｺｽﾄに忠実であるものの、接続料が毎年大きく変動接続料が毎年大きく変動することになること、及び接続開始初期の接続料の高止ま接続料の高止ま

りが発生りが発生するため、接続事業者からｻｰﾋﾞｽ提供機会を奪うことになりかねない接続事業者からｻｰﾋﾞｽ提供機会を奪うことになりかねない。網構築事業者の投資ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞと接続事業者の利用促進のﾊﾞﾗﾝｽを取る必要があることから、ｷｬ網構築事業者の投資ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞと接続事業者の利用促進のﾊﾞﾗﾝｽを取る必要があることから、ｷｬ

ﾘｱｽﾞﾚｰﾄなど他の算定方式を十分議論した上で適用することが必要ﾘｱｽﾞﾚｰﾄなど他の算定方式を十分議論した上で適用することが必要【ＳＴＮｅｔ】。

⑩⑩例えば、「ＩＳＰとの接続」等については、ＩＳＰがＮＧＮ部分も含め、エンドエンドでの料金設定の選択を可能とする仕組みの検討も必要「ＩＳＰとの接続」等については、ＩＳＰがＮＧＮ部分も含め、エンドエンドでの料金設定の選択を可能とする仕組みの検討も必要【ｲｰ･ｱｸｾｽ】。

⑪⑪現行と同じ接続形態（ＰＳＴＮ網（ＩＧＳ接続）との接続、ＩＳＰとの接続）現行と同じ接続形態（ＰＳＴＮ網（ＩＧＳ接続）との接続、ＩＳＰとの接続）については、現行のＩＰ通信網の接続料をそのまま適用現行のＩＰ通信網の接続料をそのまま適用する【ＮＴＴ東西】 。

⑫⑫新しい形態であるＩＰ－ＩＰ接続新しい形態であるＩＰ－ＩＰ接続は、ＩＰ通信網（ＮＧＮ）相互間で相互に利用し合う形態になること、新しい帯域確保型ｻｰﾋﾞｽに関するお客様の利用形態を見極める必要があること

から、当面、ビル＆キープ当面、ビル＆キープとする考え。なお、接続開始後接続開始後、相互のﾈｯﾄﾜｰｸ利用の偏り等を把握し必要があれば見直し必要があれば見直しを行う考え【ＮＴＴ東西】。

⑬⑬ｲｰｻ接続ｲｰｻ接続は、独立したｲｰｻ網同士の接続であるため、ビル＆キープビル＆キープとする。また、収容局接続収容局接続は、地域ＩＰ網で接続実績がないことから、接続料は廃止接続料は廃止したい。その際、東西間その際、東西間

のＩＰｖ６通信接続の接続料のＩＰｖ６通信接続の接続料は、ＩＰ－ＩＰ接続と同じ形態なので、ビル＆キープに見直すビル＆キープに見直す【ＮＴＴ東西】。



14３．接続料の算定方法等３．接続料の算定方法等 （２）接続会計の設備区分（２）接続会計の設備区分

■第一種指定電気通信設備を設置する事業者には、接続料原価算定の適正化等を図る観点から、接続会計の作成及び公表が義務付け第一種指定電気通信設備を設置する事業者には、接続料原価算定の適正化等を図る観点から、接続会計の作成及び公表が義務付けられており、ＮＴＴ東西

は、９８年４月に開始する会計年度以降、毎年接続会計を作成・公表してきたところである。

■接続会計においては、電気通信事業会計の損益計算書や貸借対照表上の費用・資産を電気通信事業会計の損益計算書や貸借対照表上の費用・資産をネットワークの設備構成等を考慮して設定した設備区分に複数の階梯設備区分に複数の階梯

を経て帰属させる処理を行うを経て帰属させる処理を行うが、実績原価方式の接続料原価は、網機能ごとに、これらの設備区分に帰属した費用等を用いて算定実績原価方式の接続料原価は、網機能ごとに、これらの設備区分に帰属した費用等を用いて算定されることから、この意味で、

接続会計は、接続料原価算定の基礎データを提供する機能（原価算定機能）を有しているものである。

■接続会計の設備区分は接続会計の設備区分は、管理部門と利用部門の内部相互補助をモニタリングする観点から、両部門ごとに規定されており、現在、管理部門で２５区分、利用部現在、管理部門で２５区分、利用部

門で５区分の合計３０区分が存在門で５区分の合計３０区分が存在している。

①①ＮＧＮに係る網機能について接続料が設定される場合、その接続料算定に必要な基礎データ等を提供する観点から、接続会計にＮＧＮに係る設備区分を新た接続会計にＮＧＮに係る設備区分を新た

に設けることが必要ではないかに設けることが必要ではないか。

②②新たに設備区分を設けることが必要な場合、どのような考え方に基づき、具体的に設備区分を設定すべきか新たに設備区分を設けることが必要な場合、どのような考え方に基づき、具体的に設備区分を設定すべきか。接続会計の原価算定機能を高める観点から、設

備区分と網機能との関係が明確であることが必要であることから、例えば、一の設備区分に帰属する費用が一の網機能に係る接続料算定に対応するように設例えば、一の設備区分に帰属する費用が一の網機能に係る接続料算定に対応するように設

定されていることが適当か定されていることが適当か。

接続会計の枠組み接続会計の枠組み

検討項目検討項目

①①既存の既存のPSTNPSTNサービス等からサービス等からNGNNGNに内部相互補助が行われること等がないように内部相互補助が行われること等がないよう、接続料算定プロセスの透明化を図るため、接続会計に接続会計にNGNNGNに係る設備区分に係る設備区分

を設けることが必要を設けることが必要 【KDDI等】。

②②NGNNGNに係る接続会計は、回線交換網や地域に係る接続会計は、回線交換網や地域IPIP網など、従来のネットワークと切り離されることが必要網など、従来のネットワークと切り離されることが必要。NGNNGNの設備区分としてはの設備区分としては、各レイヤーのアンバンドル時の

料金の透明性を確保する観点から、アクセス網やコア網などレイヤー毎、機能毎に設備区分を設定アクセス網やコア網などレイヤー毎、機能毎に設備区分を設定し、それぞれ毎に会計も分けられるべきと考える【JAIPA】。

③③従来の回線交換網と従来の回線交換網とNGNNGNが並存する期間があることにかんがみ、接続会計は別々に行うことが適当が並存する期間があることにかんがみ、接続会計は別々に行うことが適当【ｱｯｶ･ﾈｯﾄﾜｰｸｽ】。

④④IPIP網では、一つの設備で複数の機能が具備されることが一般的網では、一つの設備で複数の機能が具備されることが一般的であるため、NGNに係る費用を把握することを目的として物理的な設備区分を新設するだけで物理的な設備区分を新設するだけで

は不十分は不十分であり、例えば、接続に係るQoS確保（帯域制御等）等といった機能別に区分し費用を把握することが必要機能別に区分し費用を把握することが必要。さらに、NGNへの移行に伴い、地域IP網・

NGNといったような複数のﾈｯﾄﾜｰｸで共用される設備（S-CSCF等）も想定されるが、このような設備に関しても網機能別に費用を分計することが必要【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

⑤⑤区分の方法については、今後開示されるｻｰﾋﾞｽ内容を勘案しながら、ｽﾀｯｸﾃｽﾄにも活用できるよう接続料の設定単位と同一の区分にする検討が必要ｽﾀｯｸﾃｽﾄにも活用できるよう接続料の設定単位と同一の区分にする検討が必要【ｲｰ･ｱｸｾｽ】。

⑥⑥当社のNGNNGNにはボトルネック性はなく、指定電気通信設備の対象とすべきではないと考えるため、当該ネットワークに係る収入・費用を接続会計（管理部にはボトルネック性はなく、指定電気通信設備の対象とすべきではないと考えるため、当該ネットワークに係る収入・費用を接続会計（管理部門）に門）に

整理する必要はない整理する必要はないと考える【NTT東西】。

ＮＯＩに寄せられた主な意見ＮＯＩに寄せられた主な意見



15３．接続料の算定方法等３．接続料の算定方法等 （３）分岐端末回線単位の加入ダークファイバの接続料設定（３）分岐端末回線単位の加入ダークファイバの接続料設定

■現行の加入ダークファイバは、分岐しないタイプのもの（シングルスター方式）分岐しないタイプのもの（シングルスター方式）とＰＯＮＰＯＮ（（Passive Optical NetworkPassive Optical Network））システムを用いて分岐するタイプのもの（シェアシステムを用いて分岐するタイプのもの（シェア

ドアクセス方式）の二種類が存在ドアクセス方式）の二種類が存在している。

■接続料設定方法としては、シングルスター方式については、芯線単位で接続料が設定シングルスター方式については、芯線単位で接続料が設定されている一方、シェアドアクセス方式については、主端末回線単位で接シェアドアクセス方式については、主端末回線単位で接

続料が設定続料が設定されている。主端末回線には、分岐端末回線を最大８回線接続させることが可能主端末回線には、分岐端末回線を最大８回線接続させることが可能であるため、多くの分岐端末回線が接続された場合は一利用者当多くの分岐端末回線が接続された場合は一利用者当

たりの主端末回線のコストを抑制できる一方、接続される分岐端末回線が少ない場合には割高になるたりの主端末回線のコストを抑制できる一方、接続される分岐端末回線が少ない場合には割高になる。

加入ダークファイバの接続料設定加入ダークファイバの接続料設定

■情報通信審議会答申「コロケーションルールの見直し等に係る接続ルールの整備について（０７年３月）」の審議の過程でも、当該問題は議論された。

■審議の結果、同答申では、ＯＳＵ（Optical Subscriber Unit。ＯＬＴの構成単位）を共用することにより分岐端末回線単位の接続料を設定することについて、光光

サービスの提供コストの低廉化等を通じ、競争の活性化を実現するといった面がある一方サービスの提供コストの低廉化等を通じ、競争の活性化を実現するといった面がある一方で、

①ＮＴＴ東西は、サービス品質等の面で当該接続事業者からの影響を受けるというリスクが発生サービス品質等の面で当該接続事業者からの影響を受けるというリスクが発生すること

②ＮＴＴ東西の地域ＩＰ網は、他事業者の通信をブロックする機能を有していないことから、ＯＳＵを共用化するためには、地域ＩＰ網を改造し、各事業者に通信を振ＯＳＵを共用化するためには、地域ＩＰ網を改造し、各事業者に通信を振

りり分ける機能を実装する必要が生じること分ける機能を実装する必要が生じること

③更に、接続事業者は、現行の接続メニューにおいて接続事業者は、現行の接続メニューにおいて、自らＮＴＴ東西の局舎にＯＳＵを設置して、ＮＴＴ東西の加入者回線のみを利用して、本サービスと同様の自らＮＴＴ東西の局舎にＯＳＵを設置して、ＮＴＴ東西の加入者回線のみを利用して、本サービスと同様の

サービスを提供することが可能サービスを提供することが可能であること

といった点にかんがみれば、少なくとも現時点で、ＮＴＴ東西にＯＳＵの共用化を義務付けるべきであると結論付けることは適当ではないといった点にかんがみれば、少なくとも現時点で、ＮＴＴ東西にＯＳＵの共用化を義務付けるべきであると結論付けることは適当ではない。ただしただし、ＯＳＵの共用化

については、ＮＴＴ東西及び接続事業者に係るサービス品質確保の在り方サービス品質確保の在り方、ＮＴＴ東西の主張するコスト負担の在り方等について更に議論を深めることが必要コスト負担の在り方等について更に議論を深めることが必要と

考えられるほか、地域ＩＰ網とＮＧＮとの関係についても検証を深めることが適当地域ＩＰ網とＮＧＮとの関係についても検証を深めることが適当とされた。

■このためこのため、ＯＳＵ共用化による分岐端末回線単位の接続料設定の妥当性については、ＮＧＮの接続ルールの検討において改めて検討することが適当とされたＮＧＮの接続ルールの検討において改めて検討することが適当とされた。

０７年３月答申の内容０７年３月答申の内容

■７社７社（ｱｯｶ･ﾈｯﾄﾜｰｸｽ、ｲｰ･ｱｸｾｽ、KDDI、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ(ﾃﾚｺﾑ・BB）、TOKAI、ビック東海）は、ＯＬＴ装置等の複数事業者での共用については、ＯＬＴ装置等の複数事業者での共用について、技術的に問題ないかどう技術的に問題ないかどう

かを確認するため、市販のＯＬＴ装置を用いてサービス品質面での影響等の検証及び確認を行い、０７年９月、その検証結果を公表かを確認するため、市販のＯＬＴ装置を用いてサービス品質面での影響等の検証及び確認を行い、０７年９月、その検証結果を公表した。

■検証結果及び今後の課題は、以下のとおり。

・各ユーザのトラヒックを一定に制御する等の運用ルールを定めることで、ＮＴＴ東西を含む複数事業者でＯＬＴ装置等を共用することは可能運用ルールを定めることで、ＮＴＴ東西を含む複数事業者でＯＬＴ装置等を共用することは可能であると考えられる。

・ＮＴＴ東西の設備を使った実機検証や新サービス導入時の取扱いを含む運用ルールの検討には意義があり、今後は今後は、ＮＴＴ東西の設備提供、技術パラメータＮＴＴ東西の設備提供、技術パラメータ

の情報開示等を要望し、実機検証の継続とともに、運用ルールの検討と協議を行いたいの情報開示等を要望し、実機検証の継続とともに、運用ルールの検討と協議を行いたい。

７社による共同実験の検証結果公表７社による共同実験の検証結果公表



16３．接続料の算定方法等３．接続料の算定方法等 （３）分岐端末回線単位の加入ダークファイバ接続料の設定②（３）分岐端末回線単位の加入ダークファイバ接続料の設定②

①①次頁以降に記述する「競争事業者（電力系事業者・ＣＡＴＶ事業者を除く。）の意見」「競争事業者（電力系事業者・ＣＡＴＶ事業者を除く。）の意見」、「電力系事業者・ＣＡＴＶ事業者の意見」「電力系事業者・ＣＡＴＶ事業者の意見」、「ＮＴＴ東西の意見」を踏まえ「ＮＴＴ東西の意見」を踏まえ、ＮＴＴ

東西に対し、他事業者との間のＯＳＵの共用を義務付けることにより、分岐端末回線単位の加入ダークファイバ接続料を設定することについて、どのように考えるＯＳＵの共用を義務付けることにより、分岐端末回線単位の加入ダークファイバ接続料を設定することについて、どのように考える

かか。関係事業者の意見を踏まえると、以下のような問題が考えられるが、これらについてどのように考えるか。

アア サービス品質確保の問題サービス品質確保の問題

（ＯＳＵの共用をすると、サービス品質・レベルの低下を招くのではないか）

イイ 新サービス提供上の支障に係る問題新サービス提供上の支障に係る問題

（ＯＳＵの共用をすると、設備更改等に事業者間の調整が必要となり、新サービスの迅速かつ柔軟な提供等に支障が生じることになるのではないか）

ウウ 追加的に必要となる設備に伴う費用負担の問題追加的に必要となる設備に伴う費用負担の問題

（ＯＳＵの共用のためには、事業者間振分ＳＷ等の設備が新たに必要となるが、その追加投資・コスト負担についてどう考えるのか）

エエ 設備競争やサービス競争に関する問題設備競争やサービス競争に関する問題

（ＯＳＵの共用は、設備競争やサービス競争を阻害することになるのではないか）

オオ デジタルデバイド解消・ブロードバンド普及やＰＳＴＮからＮＧＮへのマイグレーションの問題デジタルデバイド解消・ブロードバンド普及やＰＳＴＮからＮＧＮへのマイグレーションの問題

（ＯＳＵの共用が、デジタルデバイド解消やブロードバンド普及、更にＰＳＴＮからＮＧＮへのマイグレーションに与える影響をどう考えるのか）

②②分岐端末回線単位の加入ダークファイバ接続料の設定については、ＯＬＴの共用を実現しなくてもＯＬＴの共用を実現しなくても、接続料算定において工夫を行うことによって実現する考え方接続料算定において工夫を行うことによって実現する考え方

もあり得るが、この点についてどう考えるかもあり得るが、この点についてどう考えるか。例えば、現在は、「コスト/主端末回線の本数」で接続料を算定しているが、これを「コスト/分岐端末回線の本数」で

接続料を算定し、利用している分岐端末回線の本数に応じて接続料を支払うこととする考え方についてどのように考えるか。

③③上記①・②の問題について、ＮＧＮと地域ＩＰ網との間で、ネットワークの違いによって考え方が異なる場合があるかＮＧＮと地域ＩＰ網との間で、ネットワークの違いによって考え方が異なる場合があるか。

検討項目検討項目



17３．接続料の算定方法等３．接続料の算定方法等 （３）分岐端末回線単位の加入ダークファイバ接続料の設定③（３）分岐端末回線単位の加入ダークファイバ接続料の設定③

①①分岐端末回線単位の接続料設定は、メタル回線でＡＤＳＬアクセス事業者が行ったように、ＮＴＴ東西以外の事業者がＦＴＴＨアクセス事業者として低コストで光メタル回線でＡＤＳＬアクセス事業者が行ったように、ＮＴＴ東西以外の事業者がＦＴＴＨアクセス事業者として低コストで光

ファイバを提供する可能性を切り開き、市場競争の活性化を通じて光ファイバの一層の普及拡大をもたらすものと期待ファイバを提供する可能性を切り開き、市場競争の活性化を通じて光ファイバの一層の普及拡大をもたらすものと期待【ＪＡＩＰＡ】。

②②現行の接続ﾙｰﾙのままでは、ＦＴＴＨ市場はＮＴＴ東西がほぼ独占する状態現行の接続ﾙｰﾙのままでは、ＦＴＴＨ市場はＮＴＴ東西がほぼ独占する状態となり、さらにＰＳＴＮからＮＧＮへの移行及びﾒﾀﾙ回線の撤去が進めば、固定電話（中さらにＰＳＴＮからＮＧＮへの移行及びﾒﾀﾙ回線の撤去が進めば、固定電話（中

継、直収電話）、ＤＳＬなど電気通信事業の全領域で競争環境が失われる継、直収電話）、ＤＳＬなど電気通信事業の全領域で競争環境が失われることとなる。このような見地から分岐端末回線単位の接続料設定の実現に向けて検討

を行ってきたが、その一つの方法してＯＳＵを複数事業者で共用する方式が考えられる。これは、検証結果のとおり、ＯＳＵ共用の際に課題となるｻｰﾋﾞｽ品質のＯＳＵ共用の際に課題となるｻｰﾋﾞｽ品質の

確保確保（利用者同士や事業者間でﾄﾗﾌｨｯｸの影響を与えないこと）は、各事業者が一定のﾙｰﾙを整えることで、技術的に可能各事業者が一定のﾙｰﾙを整えることで、技術的に可能と考える。ＮＴＴ東西と接続事業者がＯ

ＳＵを共用化することによって、設備稼働率が上がり、両者のｻｰﾋﾞｽ提供ｺｽﾄが低廉化し、結果として両者の利用者料金の低廉化に繋がると考えられる【７社連合】。

③③ＦＴＴＨの設備開放ＦＴＴＨの設備開放（８分岐単位の接続）については、設備稼働率がサービス提供コストに大きく影響する構造設備稼働率がサービス提供コストに大きく影響する構造となっており、このルールのもと、狭い光配線区域狭い光配線区域

内で複数の事業者が競争することとした場合内で複数の事業者が競争することとした場合、必然的に顧客が分散化する傾向必然的に顧客が分散化する傾向が生じ、各事業者による設備稼働率が向上しないことにより、コスト高各事業者による設備稼働率が向上しないことにより、コスト高となる。光

配線区域は約１６７万あると想定され、例えば、弊社のＡＤＳＬユーザ（約５００万契約）が、全て弊社のＦＴＴＨサービスに移行した場合でも弊社のＡＤＳＬユーザ（約５００万契約）が、全て弊社のＦＴＴＨサービスに移行した場合でも、光ファイバに接続され

るスプリッタの稼働率は約３８％（約３加入スプリッタの稼働率は約３８％（約３加入//８分岐）に過ぎず８分岐）に過ぎず、ＮＴＴ東西が想定するｽﾌﾟﾘｯﾀ設備稼働率６０％（約４ＮＴＴ東西が想定するｽﾌﾟﾘｯﾀ設備稼働率６０％（約４..８加入８加入//８分岐）に到達しない８分岐）に到達しない。なおなお、弊社では、

現状１５００超の局舎でＯＬＴ装置を展開しており、多額のコストをかけても、ｽﾌﾟﾘｯﾀ稼働率は現状１５００超の局舎でＯＬＴ装置を展開しており、多額のコストをかけても、ｽﾌﾟﾘｯﾀ稼働率は1/81/8を超えることができない状況を超えることができない状況。このように、ＦＴＴＨ市場における競

争阻害性は、単に営業努力によって解消可能な問題ではなく、今後ＮＴＴ東西の独占が後戻りのきかないレベルまで進展することが大いに懸念単に営業努力によって解消可能な問題ではなく、今後ＮＴＴ東西の独占が後戻りのきかないレベルまで進展することが大いに懸念【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

④④「分岐端末回線単位の接続」を行うことにより、国民経済的な観点からも最も経済合理的なﾈｯﾄﾜｰｸ構築が可能となり、より効率的にﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ基盤の全国整

備が達成されるものと考える。それにより、ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞｨﾊﾞｲﾄﾞの解消、都市と地方のﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ地域格差の解消に資するﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞｨﾊﾞｲﾄﾞの解消、都市と地方のﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ地域格差の解消に資するものと考える【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

⑤⑤現在、各事業者がｻｰﾋﾞｽを提供しているＡＤＳＬサービスＡＤＳＬサービスにおいても、開始当初は「新サービス」だったも、開始当初は「新サービス」だった。しかし、現在でも電話回線に重畳しているＡＤＳＬサービ

スにおいて、光/メタル収容替え、回線収容替え、ブリッジタップの取り外しや保安器の取替え等に関して事業者間の調整を行った上で、様々な工事を実施してい

る。シェアドアクセスの共用化に当たっても、現行のＡＤＳＬにおけるスキームシェアドアクセスの共用化に当たっても、現行のＡＤＳＬにおけるスキーム（事前に関連事業者に通知し調整を行うスキーム）と同等のルールを予め取り決めと同等のルールを予め取り決め

ることで問題を回避することができるることで問題を回避することができると考える【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

⑥⑥ＮＧＮでは、多様な接続点で分岐端末回線単位の接続のように柔軟な接続が可能となるような網構成やｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑを当初から考慮しておくべき分岐端末回線単位の接続のように柔軟な接続が可能となるような網構成やｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑを当初から考慮しておくべき【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

⑦⑦将来メタル回線が撤去される際、ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞを必要とせず、電話ｻｰﾋﾞｽのみを利用する利用者も想定将来メタル回線が撤去される際、ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞを必要とせず、電話ｻｰﾋﾞｽのみを利用する利用者も想定される。この際、利用者利便の観点からは、光ｱｸｾｽ回線利用者利便の観点からは、光ｱｸｾｽ回線

上で提供されるＩＰ電話のみを利用する際は、現行のＰＳＴＮによる利用者料金と同様以下とすることが必要上で提供されるＩＰ電話のみを利用する際は、現行のＰＳＴＮによる利用者料金と同様以下とすることが必要であり、従って１利用者単位の光ｱｸｾｽ回線の接続料

は、最低でも現行のドライカッパ約1,400円の水準以下になるように配慮する必要がある【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

⑧⑧ＮＴＴ東西の主張する「莫大な費用」がどの程度であるのか想定できないが、共用に必要なｺｽﾄを接続料原価に算入し回収することを検討しＮＴＴ東西の主張する「莫大な費用」がどの程度であるのか想定できないが、共用に必要なｺｽﾄを接続料原価に算入し回収することを検討していくべきていくべき【ビック東海】。

⑨⑨ＯＳＵ共用については、地域ＩＰ網とＮＧＮの両ネットワークで実現することを基本的な考え方とすべき地域ＩＰ網とＮＧＮの両ネットワークで実現することを基本的な考え方とすべき【ビック東海等】。

⑩⑩接続事業者とＮＴＴ東西との競争を有効に機能させるため、一つの手段としてＯＳＵ共用の実現化が考えられるが、本質的には、分岐端末回線単位の加入ダー本質的には、分岐端末回線単位の加入ダー

クファイバ接続料が設定されることがクファイバ接続料が設定されることが、公正な競争条件を整える上で最も重要かつ早期に行われるべき事項最も重要かつ早期に行われるべき事項である。分岐端末回線単位の加入ダークファイバ接

続料設定に当たり、例えば例えば、接続約款の変更案（平成１５年１月２９日付情通審第１２号）において、ＮＴＴ東西がＮＴＴ東西が資料の「申請概要」の中で““算定の考え方算定の考え方””としてとして

示した「平成１８年の基本回線の利用率６割（最大収容利用数８の６０％＝４．８回線）」を用いた水準以下で、分岐端末回線単位の接続料を示した「平成１８年の基本回線の利用率６割（最大収容利用数８の６０％＝４．８回線）」を用いた水準以下で、分岐端末回線単位の接続料を設定すべき設定すべき【ＫＤＤＩ】。

ＮＯＩに寄せられた主な意見ＮＯＩに寄せられた主な意見 競争事業者競争事業者（電力系、ＣＡＴＶを除く）（電力系、ＣＡＴＶを除く）



18３．接続料の算定方法等３．接続料の算定方法等 （３）分岐端末回線単位の加入ダークファイバ接続料の設定③（３）分岐端末回線単位の加入ダークファイバ接続料の設定③

①①NTTNTT東西を含めた東西を含めたOSUOSU共用は共用は、接続事業者が接続事業者が、NTT東西が設備構築等のために行ってきた膨大な投資回収ﾘｽｸ等を負担することなく、将来的に実現が期待さ

れるｺｽﾄのみで設備を利用可能となることが想定され、何ら事業ﾘｽｸを負うことなく安価に全国規模の光ｱｸｾｽ網を手に入れることになる何ら事業ﾘｽｸを負うことなく安価に全国規模の光ｱｸｾｽ網を手に入れることになる。これにより、光ｱｸｾｽ網これにより、光ｱｸｾｽ網

の価格は急激に低下しの価格は急激に低下し、これまでNTT東西と市場競争をしながら長期的ﾌﾟﾗﾝに基づき光ｱｸｾｽ設備に対して莫大な投資を行ってきた地域系通信事業者や地域系通信事業者やCATVCATV
事業者の事業継続を著しく危うくする事業者の事業継続を著しく危うくする。その結果その結果、NTTNTT東西による光ｱｸｾｽ設備の独占化に拍車東西による光ｱｸｾｽ設備の独占化に拍車がかかり、ｱｸｾｽ網の設備競争を阻害ｱｸｾｽ網の設備競争を阻害することになる【SＴNet等】。

②②以下のとおり、分岐端末回線単位の接続料設定は、アクセス網における各社の柔軟な新規サービス開発やサービス競争を阻害アクセス網における各社の柔軟な新規サービス開発やサービス競争を阻害することとなるため、アクセス網アクセス網

におけるサービス競争を現行どおりに継続的に維持・推進すべきにおけるサービス競争を現行どおりに継続的に維持・推進すべき【ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ等】。

・ヘビーユーザ対策としての帯域制御等により、アクセス網におけるサービスが画一化帯域制御等により、アクセス網におけるサービスが画一化されてしまい、ユーザに対してサービス談合していることとなるユーザに対してサービス談合していることとなる

・アクセス網におけるサービスアクセス網におけるサービス（品質・速度メニュー等）を各社が柔軟に提供していく上で支障となり、多種多様な品質や新サービスの開発等を阻害を各社が柔軟に提供していく上で支障となり、多種多様な品質や新サービスの開発等を阻害する

・ｘｘDSLDSLｻｰﾋﾞｽの場合ｻｰﾋﾞｽの場合、ﾒﾀﾙ回線開放に合わせ各各ｘｘDSLDSL事業者が自ら専用の事業者が自ら専用のｘｘDSLDSL装置を設置した結果、独自のｻｰﾋﾞｽが提供でき、ｱｸｾｽ網でのｻｰﾋﾞｽ競争が進装置を設置した結果、独自のｻｰﾋﾞｽが提供でき、ｱｸｾｽ網でのｻｰﾋﾞｽ競争が進

展展したのに対し、分岐端末回線単位の接続料設定は、ＯＬＴや分岐端末回線単位の接続料設定は、ＯＬＴやSWSWををNTTNTTと競争事業者が共用することになり、ｱｸｾｽ網でのｻｰﾋﾞｽ競争を阻害と競争事業者が共用することになり、ｱｸｾｽ網でのｻｰﾋﾞｽ競争を阻害することになる

③③日本で日本でFTTHFTTHが急速に普及し世界をﾘｰﾄﾞしているのはが急速に普及し世界をﾘｰﾄﾞしているのは、ＮＴＴ東西と地域系通信事業者等が設備ﾍﾞｰｽの市場競争を行った結果ＮＴＴ東西と地域系通信事業者等が設備ﾍﾞｰｽの市場競争を行った結果であり、既に低廉で高速・安定し

たFTTHｻｰﾋﾞｽが広く提供。また、ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞの普及が危ぶまれた地方でも、地元ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞの普及が危ぶまれた地方でも、地元CATVCATV事業者等による事業者等によるFTTHFTTH提供が増加提供が増加するなど、多様な形態でFTTHが普及。

本施策は、これまで本施策は、これまでFTTHFTTH普及に貢献してきたＮＴＴ東西以外の事業者の努力を水泡に帰する普及に貢献してきたＮＴＴ東西以外の事業者の努力を水泡に帰するだけでなく、当該事業者のこれまでの光ﾌｧｲﾊﾞ投資を無にすること

につながる。これまでこれまでNTTNTT東西と競争して東西と競争してFTTHFTTH普及に貢献してきたｱｸｾｽ事業者は市場から消え、結果として普及に貢献してきたｱｸｾｽ事業者は市場から消え、結果としてFTTHFTTHの普及は大きく遅れるの普及は大きく遅れることとなる【STNet等】。

電力系事業者、電力系事業者、CATVCATV事業者事業者

①①そもそも一芯にどれだけ多くのユーザを獲得するかは、営業上の問題であり、接続ルールの問題ではない一芯にどれだけ多くのユーザを獲得するかは、営業上の問題であり、接続ルールの問題ではない。

②②他事業者は、既に自前でＯＬＴを設置してサービスを展開他事業者は、既に自前でＯＬＴを設置してサービスを展開（他社ＯＬＴ設置ビル（延べ910ビル。東エリア・19年6月末））しており、事業者振分用ＳＷを自前で追加

設置するだけで、１ユーザ当たりの接続料の引下げが可能。共用を禁止する条項もなく、他事業者は自社の設備を用いて共用化を実現することも可能共用を禁止する条項もなく、他事業者は自社の設備を用いて共用化を実現することも可能。

③③具体的にＯＬＴ等を複数事業者で共用することはＯＬＴ等を複数事業者で共用することは、以下のとおり、サービス品質の確保や新サービスを提供する上での支障となるなど極めて問題が大きいサービス品質の確保や新サービスを提供する上での支障となるなど極めて問題が大きい。

・現在お客様が体感しているサービス品質・レベルの低下を招く現在お客様が体感しているサービス品質・レベルの低下を招く（あるﾍﾋﾞｰﾕｰｻﾞや映像ｻｰﾋﾞｽ等の影響によって、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｸｾｽの速度が低下）

・お客様への新ｻｰﾋﾞｽの迅速かつ柔軟な提供等の支障が生じる新ｻｰﾋﾞｽの迅速かつ柔軟な提供等の支障が生じる（新ｻｰﾋﾞｽ提供にＯＬＴの更改等が必要な場合、事業者間で調整がつかないと計画通りの提供が困難）

・お客様への故障対応や開通処理等が複雑化し、保守・運用レベルが低下保守・運用レベルが低下（他社のＯＮＵが混在する場合、切り分けやお客様対応に時間を要し、復旧時間が長引く等）

・異なるサービスポリシーを持つ事業者間で共通の運用ルールを定めることはそもそも困難異なるサービスポリシーを持つ事業者間で共通の運用ルールを定めることはそもそも困難

・事業者振分ＳＷやＯＰＳ開発等に莫大な追加投資・コストが発生莫大な追加投資・コストが発生

④更に、ＮＧＮでは更に、ＮＧＮでは、以下のとおり、共用のデメリットは更に拡大し、ＮＧＮ本来のメリットが発揮できなくなる共用のデメリットは更に拡大し、ＮＧＮ本来のメリットが発揮できなくなる。

・ＮＧＮの特徴である帯域確保サービスの実現が困難となるＮＧＮの特徴である帯域確保サービスの実現が困難となる（７社共同実験の最低保障帯域を予め決める方法では、それを上回る帯域確保サービスやダイナミックな帯

域の割当て等によるサービス展開ができなくなり、ＮＧＮ導入によるお客様利便向上につながらない等）

・既存のＩＰ通信網からＮＧＮへの円滑な移行に支障が生じる既存のＩＰ通信網からＮＧＮへの円滑な移行に支障が生じる（異なるｻｰﾋﾞｽﾎﾟﾘｼｰを持つ事業者との調整を時間を要する等、ＮＧＮへの移行に支障が生じる）

⑤ＯＬＴ等の共用ＯＬＴ等の共用//専用は各社の経営・営業判断の問題専用は各社の経営・営業判断の問題。競争政策上の観点からも、共用競争政策上の観点からも、共用//専用は選択できるようにし、ｻｰﾋﾞｽ・料金の多様化を促進すべき専用は選択できるようにし、ｻｰﾋﾞｽ・料金の多様化を促進すべき。

ＮＴＴ東西ＮＴＴ東西



19４．その他４．その他 （１）接続に関する同等性の確保等（１）接続に関する同等性の確保等

①①ＮＧＮにおいては、今後の急速な技術革新を受けて、機能面での段階的発展が想定される。ＮＴＴ東西が、当該機能を活用して新たなサービスを提供することに

よる先行者利得を確保することは否定されるものではないが、競争事業者が当該機能を活用した同様のサービスを検討し合理的期間内に実現できるようにする競争事業者が当該機能を活用した同様のサービスを検討し合理的期間内に実現できるようにする

ためには、接続に要する期間等についてＮＴＴ東西の利用部門との間の同等性を確保することが必要ためには、接続に要する期間等についてＮＴＴ東西の利用部門との間の同等性を確保することが必要となる。このような観点から、ＮＧＮについて、接続の手続、接続の手続、

情報開示の内容や手続、コロケーションルールなどで講ずべき措置はあるか情報開示の内容や手続、コロケーションルールなどで講ずべき措置はあるか。

②②網機能提供計画網機能提供計画（電気通信事業法第３６条）はは、接続を前提としない網構築や他事業者の意見が反映されない網構築がなされると円滑な接続が妨げられるとの

問題意識から設けられたものだが、ＮＧＮの稼働に際して見直すべき点はあるかＮＧＮの稼働に際して見直すべき点はあるか。現行制度上は、ルータ等はルータ等は、「装置の開発ペースも早く、網機能の追加・変更

が頻繁にあると考えられ、又装置自体、接続を前提として開発されたものが殆どであることから、今までのところ網機能の提供に関して問題となったことがない」

ため、網機能提供計画の対象外となっていることについてどのように考えるか網機能提供計画の対象外となっていることについてどのように考えるか。この点に関し、ルータ等はルータ等は、網機能提供計画の対象外となっているものの、情報情報

開示告示において、網機能の提供予定時期や導入エリアなど情報開示すべき内容が定められているが、これで不十分な点はあるか開示告示において、網機能の提供予定時期や導入エリアなど情報開示すべき内容が定められているが、これで不十分な点はあるか。

検討項目検討項目

①①現在、第一種指定電気通信設備に対し取られている手続や情報開示と同様な措置が必要現在、第一種指定電気通信設備に対し取られている手続や情報開示と同様な措置が必要【STNet等】。

②②ＮＧＮが設備集約効果や伝送容量の拡大等を背景とした規模の経済性をいち早く発揮した場合、接続事業者との間で競争環境が全く成立しない可能性がある。

競争事業者が、当該機能を利用したｻｰﾋﾞｽを提供するための接続条件、手続期間、接続料金等を確定させた後に、競争事業者の設備調達や建設手続に必要当該機能を利用したｻｰﾋﾞｽを提供するための接続条件、手続期間、接続料金等を確定させた後に、競争事業者の設備調達や建設手続に必要

な一定の合理的期間を設け、接続事業者が同等の条件で業務提供が可能となるまで、ＮＴＴ東西の利用部門はｻｰﾋﾞｽを開始できないこと等な一定の合理的期間を設け、接続事業者が同等の条件で業務提供が可能となるまで、ＮＴＴ東西の利用部門はｻｰﾋﾞｽを開始できないこと等が必要が必要【ビック東海】。

③③ＮＧＮにおいては、ＰＳＴＮ等既存のﾈｯﾄﾜｰｸからのﾏｲｸﾞﾚｰｼｮﾝという要素が特筆すべき事項として存在し、接続事業者における相互接続点の設置や相互接続回

線の増減設の検討に当たり、それらが非常に重要な情報となる。接続事業者の予見性確保等の観点において、接続事業者の予見性確保等の観点において、20102010年、あるいはそれ以降に向けた、ＮＧＮへの年、あるいはそれ以降に向けた、ＮＧＮへの

ﾏｲｸﾞﾚｰｼｮﾝ計画について、ＮＴＴ東西に可能な限り早期に開示させることが必要ﾏｲｸﾞﾚｰｼｮﾝ計画について、ＮＴＴ東西に可能な限り早期に開示させることが必要【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

④④当社は、これまで事業者からの多様な要望に応え、ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞや局舎ｺﾛｹｰｼｮﾝ、電柱等の線路敷設基盤のｵｰﾌﾟﾝ化に努めるだけでなく線路敷設基盤のｵｰﾌﾟﾝ化に努めるだけでなく、新しい接続要望等の新しい接続要望等の

実現、手続の迅速化、情報提供の充実など、ﾈｯﾄﾜｰｸのｵｰﾌﾟﾝ化の推進に積極的に取り組んでおり実現、手続の迅速化、情報提供の充実など、ﾈｯﾄﾜｰｸのｵｰﾌﾟﾝ化の推進に積極的に取り組んでおり、既にｱｸｾｽ部分を含め、他事業者が他事業者がNGNNGNを含むを含むIPIP通信網を通信網を

構築するために必要な条件は十分整備構築するために必要な条件は十分整備されている。また、当社の当社のNGNNGNは、自主的にｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ条件等を公表し、相互接続性の確保に努めているは、自主的にｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ条件等を公表し、相互接続性の確保に努めている【ＮＴＴ東西】。

ＮＯＩに寄せられた主な意見ＮＯＩに寄せられた主な意見

⑤⑤帯域制御機能がルータで実現される場合やＮＧＮ上で０ＡＢ－Ｊ ＩＰ電話サービスが提供される場合において、ルータやＳＩＰサーバがその提供において中心的なルータやＳＩＰサーバがその提供において中心的な

役割を担うことから、「ルータや第一種指定電気通信設備を監視又は制御するための機能」も網機能計画の対象とすべき役割を担うことから、「ルータや第一種指定電気通信設備を監視又は制御するための機能」も網機能計画の対象とすべき【ＫＤＤＩ等】。

⑥⑥地域ＩＰ網の利用者を順次、ＮＧＮに移行させることになると考えられることから、他事業者の事業の予見性確保の観点で、網機能計画の対象追加は地域ＩＰ網網機能計画の対象追加は地域ＩＰ網

にも併せて適用されるべきにも併せて適用されるべき【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

⑦⑦現に他事業者が現に他事業者が、当社のＩＰ通信網を利用せず、自らﾙｰﾀ等の局内装置を設置して、独自のＩＰ通信網を構築し当社に匹敵するﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾕｰｻﾞを獲得している自らﾙｰﾀ等の局内装置を設置して、独自のＩＰ通信網を構築し当社に匹敵するﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾕｰｻﾞを獲得している

ことは、今後ともルータ等を網機能計画の対象外としても何ら問題がないことの証左ことは、今後ともルータ等を網機能計画の対象外としても何ら問題がないことの証左。逆に、技術革新のｽﾋﾟｰﾄﾞが更に加速していくＩＰ・ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ分野において、

他事業者は自らルータ等の設備を設置し独自のｻｰﾋﾞｽを迅速に提供できる一方他事業者は自らルータ等の設備を設置し独自のｻｰﾋﾞｽを迅速に提供できる一方、仮に当社だけが網機能計画の届出義務を課され、最大当社だけが網機能計画の届出義務を課され、最大200200日にも及ぶ長期の日にも及ぶ長期の

間、機能開発に着手もできないとすれば、極めて競争中立性に欠くだけでなく、多様なサービスの迅速かつ柔軟な提供に著しい支障間、機能開発に着手もできないとすれば、極めて競争中立性に欠くだけでなく、多様なサービスの迅速かつ柔軟な提供に著しい支障が生じる【ＮＴＴ東西】。



20４．その他４．その他 （２）スタックテスト（２）スタックテスト

①①現在、接続料水準が不当でないことを確認するため、接続料と利用者料金との関係の検証（スタックテスト）が行われているが、ＮＧＮで提供されているサービスＮＧＮで提供されているサービス

をスタックテストの検証の対象とすることについてどのように考えるかをスタックテストの検証の対象とすることについてどのように考えるか。

②②現在、接続料を設定する事業者が実施するスタックテストには、総務省が実施する競争評価上の市場画定を参考に、サービスの代替性等を考慮して加入電話・

ＩＳＤＮ基本料等の９つの検証区分９つの検証区分が設定されている。これらの区分のうち、ＮＧＮで提供されるサービスで該当するものは、Ｂフレッツのみのうち、ＮＧＮで提供されるサービスで該当するものは、Ｂフレッツのみであるが、ＮＧＮで提供ＮＧＮで提供

されるサービスをスタックテストの対象とする場合、フレッツサービス（Ｂフレッツ等）、ＩＰ電話サービス、イーササービスのいずれを対象されるサービスをスタックテストの対象とする場合、フレッツサービス（Ｂフレッツ等）、ＩＰ電話サービス、イーササービスのいずれを対象とすべきかとすべきか。ＩＰ電話サービ

スも、新たに当該サービスを提供する設備が指定設備に指定され接続料が設定されれば、スタックテストの対象と考えることが適当か。

③③利用者からは、同一のサービスに見えるが、サービス提供を行うネットワークが異なる場合も存在する利用者からは、同一のサービスに見えるが、サービス提供を行うネットワークが異なる場合も存在する。例えば、Ｂフレッツについては、地域ＩＰ網で提供されるも例えば、Ｂフレッツについては、地域ＩＰ網で提供されるも

のとＮＧＮで提供されるものに分かれることになると考えられるが、これをスタックテスト上どのように考えるかのとＮＧＮで提供されるものに分かれることになると考えられるが、これをスタックテスト上どのように考えるか。接続料の妥当性を検証する観点からスタックテスト

を行うことから考えれば、地域ＩＰ網とＮＧＮで接続料が異なれば、スタックテストも別々に実施することが適当か。

検討項目検討項目

①①スタックテストは、ＮＴＴ東西の接続料水準が、他の接続事業者との間に不当な競争を引き起こさないという基準を満たしているか否かを検証スタックテストは、ＮＴＴ東西の接続料水準が、他の接続事業者との間に不当な競争を引き起こさないという基準を満たしているか否かを検証するために行われ

るものであり、ＮＧＮにおける接続料についても、スタックテストを行うことが必要ＮＧＮにおける接続料についても、スタックテストを行うことが必要【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

②②現在スタックテストの対象となっているサービスについては、ＮＧＮで提供されるか否かに関わらず、引き続きスタックテストの対象とすべき現在スタックテストの対象となっているサービスについては、ＮＧＮで提供されるか否かに関わらず、引き続きスタックテストの対象とすべき。また、ＮＧＮ上で新

たなサービスが提供される際には、その都度、スタックテストの対象とすべきか検討することが必要【ＫＤＤＩ】。

③③現在、第一種指定電気通信設備の指定が行われている設備を使ったサービスのﾏｲｸﾞﾚｰｼｮﾝ先ｻｰﾋﾞｽについては、最低限ｽﾀｯｸﾃｽﾄの第一種指定電気通信設備の指定が行われている設備を使ったサービスのﾏｲｸﾞﾚｰｼｮﾝ先ｻｰﾋﾞｽについては、最低限ｽﾀｯｸﾃｽﾄの対象とすべき対象とすべき【STNet】。

④④ＮＧＮで提供されるサービスもコスト構造が異なるため、ｽﾀｯｸﾃｽﾄの対象とすべき。Ｂフレッツについては、地域ＩＰ網とＮＧＮでは構築コストが異なるため、より適Ｂフレッツについては、地域ＩＰ網とＮＧＮでは構築コストが異なるため、より適

切に検証するため、別々に検証するのが望ましい切に検証するため、別々に検証するのが望ましい【ｱｯｶ･ﾈｯﾄﾜｰｸｽ】。

⑤⑤ＮＧＮの接続料水準を検証するため、詳細なスタックテストをＮＴＴ東西のサービス開始前にサービス単位で実施することが必要詳細なスタックテストをＮＴＴ東西のサービス開始前にサービス単位で実施することが必要【ビック東海】。

⑥⑥ＮＧＮにおけるスタックテストには、「小売と接続のサービス単位が揃わない小売と接続のサービス単位が揃わない（小売はバンドルされているが、接続は分かれている）」、「利用者料金と接続料の体利用者料金と接続料の体

系が揃わない系が揃わない（利用者料金は定額制であるが、接続料は従量制）」等により、利用者料金による収入と接続料による収入の比較が困難になる等、多数の課題が多数の課題が

存在存在する。ＮＧＮにおけるスタックテスト実施に向けて、課題を洗い出した上で具体的な検討を行うことが必要ＮＧＮにおけるスタックテスト実施に向けて、課題を洗い出した上で具体的な検討を行うことが必要【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

⑦⑦接続料は、適正な原価を基に設定されるべきものであり、需要の立ち上げ期にあり、また設備ベースの競争があってその対抗上普及促進・競争対抗的なユー需要の立ち上げ期にあり、また設備ベースの競争があってその対抗上普及促進・競争対抗的なユー

ザ料金を設定せざるを得ないＦＴＴＨサービスやデータ系サービスにまで一律にスタックテストを実施すべきではないザ料金を設定せざるを得ないＦＴＴＨサービスやデータ系サービスにまで一律にスタックテストを実施すべきではない【ＮＴＴ東西】。

ＮＯＩに寄せられた主な意見ＮＯＩに寄せられた主な意見



21４．その他４．その他 （３）映像配信プラットフォームのオープン化等①（３）映像配信プラットフォームのオープン化等①

①①ＮＧＮでは、コンテンツ提供事業者等の上位レイヤー事業者がコンテンツ提供事業者等の上位レイヤー事業者が、マルチキャスト通信機能を活用した地上デジタルテレビジョン放送の再送信やユニキャスト通信

機能を活用したＶＯＤサービスなどを提供することが想定される。このようなサービスを提供する事業者は、電気通信事業者に該当しないと考えられるので、電気

通信事業者を対象とする接続ルールが直接適用はされないが、このような者による創意工夫を活かした事業展開を可能とする観点から措置すべき事項としてど創意工夫を活かした事業展開を可能とする観点から措置すべき事項としてど

のようなものが考えられるかのようなものが考えられるか。

②②これまでの接続ルールは、固定網と移動網が別個のネットワークであることを前提として検討が行われてきたが、ＮＧＮではＦＭＣＮＧＮではＦＭＣ（（Fixed Mobile ConvergenceFixed Mobile Convergence））
サービスを実現する固定網と移動網の統合型ネットワークとなることを踏まえて、ＮＧＮの接続ルールの検討上留意すべき点はあるかサービスを実現する固定網と移動網の統合型ネットワークとなることを踏まえて、ＮＧＮの接続ルールの検討上留意すべき点はあるか。

③③また、ＩＰアドレスの国際的在庫は２０１０年代初頭には枯渇すると見込まれている中で、ＩＰｖ４からＩＰｖ６への移行は速やかに行われる必要があるが、ＩＰｖ４からＩＩＰｖ４からＩ

Ｐｖ６への移行に関し、ＮＧＮの接続ルールの検討上留意すべき点はあるかＰｖ６への移行に関し、ＮＧＮの接続ルールの検討上留意すべき点はあるか。

検討項目検討項目

①①ＮＴＴと他事業分野での市場独占的事業者によるＮＧＮを通じた排他的な結合の結果、双方の事業分野での更なる独占強化が進まないような措ＮＴＴと他事業分野での市場独占的事業者によるＮＧＮを通じた排他的な結合の結果、双方の事業分野での更なる独占強化が進まないような措置置（ｻｰﾋﾞｽ規制、

共同ガイドライン上の行為規制の強化等）が必要が必要【ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ】。

②②ＮＧＮ事業者がＳＮＩを通じて提供するｺﾝﾃﾝﾂ提供機能についてはｺﾝﾃﾝﾂ提供機能については、自らｺﾝﾃﾝﾂを提供するか否かに関わらず、ｺﾝﾃﾝﾂ提供事業者に対する平等な条件での提供ｺﾝﾃﾝﾂ提供事業者に対する平等な条件での提供

が求められるが求められる。また、同様の機能を多様な事業者がｺﾝﾃﾝﾂ提供事業者に対し提供可能となるよう、ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ機能をｵｰﾌﾟﾝ化することが求められる同様の機能を多様な事業者がｺﾝﾃﾝﾂ提供事業者に対し提供可能となるよう、ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ機能をｵｰﾌﾟﾝ化することが求められる【ＪＡＩＰＡ】。

③③ｺﾝﾃﾝﾂﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞが電気通信事業者に該当しないことからｺﾝﾃﾝﾂﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞが電気通信事業者に該当しないことから、利用部門や同種のサービスを展開するＮＴＴグループ会社等に比し、接続に必要な設備をＮＴＴ東西局

舎内に設置するｺﾛｹｰｼｮﾝの可否や接続に要する期間・費用等で差別的取扱いを回避する方法として、接続ルールの適用範囲を拡大しｺﾝﾃﾝﾂﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞに直接適差別的取扱いを回避する方法として、接続ルールの適用範囲を拡大しｺﾝﾃﾝﾂﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞに直接適

用する等の制度整備を望む用する等の制度整備を望むとともに、公正競争の確保の観点からの諸検証が必要【ＵＳＥＮ】。

④④通信事業者とｺﾝﾃﾝﾂ事業者等の情報の非対称性や異質な業界同士の折衝等に起因してｺﾝﾃﾝﾂ事業者の事業計画が立案できないことや、協議が不調に終

わった場合の紛争処理の方法などがないなどの懸念があるため、参入をサポートするためのガイドライン等による幅広い情報公開参入をサポートするためのガイドライン等による幅広い情報公開や、ｺﾝﾃﾝﾂ事業者等にとってｺﾝﾃﾝﾂ事業者等にとって

ｵｰﾌﾟﾝなﾋﾞｼﾞﾈｽ環境が成立しているかどうかの検証ｵｰﾌﾟﾝなﾋﾞｼﾞﾈｽ環境が成立しているかどうかの検証、紛争処理についてのＡＤＲの整備などの公正競争を維持するためのルール作りが必要紛争処理についてのＡＤＲの整備などの公正競争を維持するためのルール作りが必要【ビック東海】。

⑤⑤弊社に接続している映像配信事業者からＮＴＴ－ＮＧＮ加入者への映像配信及びＮＴＴ－ＮＧＮに接続している事業者から弊社のＮＧＮ加入者への映像配信を可

能とするために、ﾏﾙﾁｷｬｽﾄｸﾞﾙｰﾌﾟｱﾄﾞﾚｽを送信側のﾈｯﾄﾜｰｸ事業者から一意的に割り当て、そのｸﾞﾙｰﾌﾟｱﾄﾞﾚｽに対する経路情報ﾏﾙﾁｷｬｽﾄｸﾞﾙｰﾌﾟｱﾄﾞﾚｽを送信側のﾈｯﾄﾜｰｸ事業者から一意的に割り当て、そのｸﾞﾙｰﾌﾟｱﾄﾞﾚｽに対する経路情報交換をＮＮＩで行う形でのﾏﾙﾁｷｬ交換をＮＮＩで行う形でのﾏﾙﾁｷｬ

ｽﾄ接続を実現することが必要ｽﾄ接続を実現することが必要【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

⑥⑥当社は、既に地域ＩＰ網でも、ﾍﾞｽﾄｴﾌｫｰﾄ型のﾏﾙﾁｷｬｽﾄ通信機能及びﾕﾆｷｬｽﾄ通信機能を提供既に地域ＩＰ網でも、ﾍﾞｽﾄｴﾌｫｰﾄ型のﾏﾙﾁｷｬｽﾄ通信機能及びﾕﾆｷｬｽﾄ通信機能を提供。ＮＧＮでは、更に帯域確保型を追加ＮＧＮでは、更に帯域確保型を追加し、ＳＮＩとしてｲﾝﾀｰﾌｪｰｽをＳＮＩとしてｲﾝﾀｰﾌｪｰｽを

開示開示して、１８年１２月からﾌｨｰﾙﾄﾞﾄﾗｲｱﾙを実施し、６社が利用。今後もより多くのｺﾝﾃﾝﾂﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ等に本機能を利用いただき、多様な映像配信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑが構築今後もより多くのｺﾝﾃﾝﾂﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ等に本機能を利用いただき、多様な映像配信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑが構築

され、ＮＧＮ上で多彩な映像配信ｻｰﾋﾞｽが展開されるよう取り組んでいきたいされ、ＮＧＮ上で多彩な映像配信ｻｰﾋﾞｽが展開されるよう取り組んでいきたい。そのためには規制を設けることなく、自由な事業展開に委ねるべきそのためには規制を設けることなく、自由な事業展開に委ねるべき【ＮＴＴ東】。

ＮＯＩに寄せられた主な意見ＮＯＩに寄せられた主な意見



22４．その他４．その他 （３）映像配信プラットフォームのオープン化等②（３）映像配信プラットフォームのオープン化等②

①①ＮＴＴｸﾞﾙｰﾌﾟの固定網と移動体網の統合はＮＴＴｸﾞﾙｰﾌﾟの固定網と移動体網の統合は、第一種及び第二種指定設備を持つ事業者同士の統合であり、ﾎﾞﾄﾙﾈｯｸ性を著しく高める行為であるためﾎﾞﾄﾙﾈｯｸ性を著しく高める行為であるため、統合ﾈｯﾄ統合ﾈｯﾄ

ﾜｰｸの構築は認めるべきではないﾜｰｸの構築は認めるべきではない。ただし、２つの網を使ったｻｰﾋﾞｽまで制限することはｻｰﾋﾞｽ発展を妨げることとなるため、認めるべきただし、２つの網を使ったｻｰﾋﾞｽまで制限することはｻｰﾋﾞｽ発展を妨げることとなるため、認めるべき。その場合はその場合は、ＮＴＴ東西

とＮＴＴﾄﾞｺﾓがそれぞれの網を利用する場合の条件と他の接続事業者が接続する場合の条件を同一とすることが他の接続事業者が接続する場合の条件を同一とすることが有効競争環境整備における最低条件最低条件【STNet】。

②②NTT再編成の主旨等にかんがみ、指定設備を保有する事業者同士の連携は、事業者間の競争行為を歪める行為に他ならないとの前提のもと、NTTNTT東西とＮＴ東西とＮＴ

Ｔﾄﾞｺﾓによる共同設備・共同営業等は全て厳格に禁止されるべきＴﾄﾞｺﾓによる共同設備・共同営業等は全て厳格に禁止されるべき。特に、移動通信と固定通信の融合が進展する特に、移動通信と固定通信の融合が進展するNGNNGNにおいてはにおいては、支配的事業者同士の連携が、

競争事業者にとってこれまで以上に脅威になる可能性が高いことから、ＮＴＴ東西とＮＴＴ東西とNTTNTTﾄﾞｺﾓによるﾄﾞｺﾓによるFMCFMCｻｰﾋﾞｽも認められるべきではないｻｰﾋﾞｽも認められるべきではない【ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ】。

③③固定網と移動網それぞれの機能を組み合わせた統合的なﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽを提供するためには、従来個々に行われてきた接続ﾙｰﾙの検討を透過的、一体的な

政策で推進することが必要。具体的には、移動網におけるﾓﾊﾞｲﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ活性化ﾌﾟﾗﾝ等による移動網におけるﾓﾊﾞｲﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ活性化ﾌﾟﾗﾝ等によるMVNOMVNO参入促進や市場活性化に向けた市場環境整備参入促進や市場活性化に向けた市場環境整備と、固定網に固定網に

おけるおけるNGNNGNの接続ﾙｰﾙの検討を発展させの接続ﾙｰﾙの検討を発展させ、固定通信・移動体通信を一体とした統合固定通信・移動体通信を一体とした統合IPIP通信網市場としての公正競争を意識した環境整備が必要通信網市場としての公正競争を意識した環境整備が必要【ビック東海】。

④④現在、固定・携帯事業の統合をはじめとする事業者の合従連衡が進展し、現に他社は、固定・携帯事業を同一の会社が提供しており、更に今後固定・携帯を同

一のﾈｯﾄﾜｰｸに統合する計画を公表するなど、他社のNGNはFMCｻｰﾋﾞｽを前提。市場環境は移動体業務の分離時やNTT再編時から一変。当社だけがFMCｻｰ

ﾋﾞｽの提供において「別個の設備を構築する」等の制約が設けられるとすれば、競争中立的でないばかりか、ﾈｯﾄﾜｰｸの効率的な構築や柔軟なｻｰﾋﾞｽ提供に支

障を来しお客様の利便性を大きく損なう。他事業者との同等性が確保されていれば他事業者との同等性が確保されていれば、当社も他事業者と同様の統合型ﾈｯﾄﾜｰｸの構築が認められるべき当社も他事業者と同様の統合型ﾈｯﾄﾜｰｸの構築が認められるべき【NTT東西】。

①①ＩＰｖ６への移行時期が接続事業者毎に異なると考えられるＩＰｖ６への移行時期が接続事業者毎に異なると考えられることを踏まえ、接続事業者のサービス提供に支障が生じない点に留意した検討を希望接続事業者のサービス提供に支障が生じない点に留意した検討を希望【QTNet】。

②②移行のスケジュール、移行後の移行のスケジュール、移行後のIPIPｖ４の扱いを十分に前もって周知、公開ｖ４の扱いを十分に前もって周知、公開し、利用者及び事業者の混乱を招かないようにすべき利用者及び事業者の混乱を招かないようにすべき【ｱｯｶ･ﾈｯﾄﾜｰｸｽ】。

③③ＮＧＮは、接続事業者がＩＰｖ６に切り替えた際に速やかに対応できるよう、ＩＰｖ４だけでなくＩＰｖ６での接続機能も有する必要があるＩＰｖ４だけでなくＩＰｖ６での接続機能も有する必要がある【STNet】。

④④IPIPｖ４とｖ４とIPIPｖ６についてはｖ６については、バージョン依存の機能を除き、全ての利用形態において同等の接続条件を定めるべき全ての利用形態において同等の接続条件を定めるべきである。例えば、NTTNTT東西及び東西及びNTTNTTｸﾞﾙｰﾌﾟ会社ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社

の主導での主導でNGNNGN上で提供する新サービスの接続条件を上で提供する新サービスの接続条件をIPIPｖ６のみと定めｖ６のみと定め、他の接続事業者の提供を希望するｻｰﾋﾞｽの接続条件を他の接続事業者の提供を希望するｻｰﾋﾞｽの接続条件をIPIPｖ４のみとする取扱いはｖ４のみとする取扱いは、IPｖ４
アドレス枯渇により、各接続事業者の今後のサービス継続に重大な影響を与えるおそれがあることから認められるべきではない各接続事業者の今後のサービス継続に重大な影響を与えるおそれがあることから認められるべきではない【KDDI】。

⑤⑤NGNを契機として、IPｖ４からIPv6へ移行していく流れが顕在化しているが、ﾏﾙﾁｷｬｽﾄ配信ｻｰﾋﾞｽでの活用などの利用者の利便性の向上に資する面がある一

方、IPIPｖ４からｖ４からIPIPｖ６への移行については通信事業者やｖ６への移行については通信事業者やISPISPのﾈｯﾄﾜｰｸ、ﾕｰｻﾞ機器を含めた対応が必要のﾈｯﾄﾜｰｸ、ﾕｰｻﾞ機器を含めた対応が必要になり、IPIPｖ４とｖ４とIPIPｖ６の並列運用において既存のｖ６の並列運用において既存のIPIPｖ４網とｖ４網と

の接続における安定性やｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの互換性の確保、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな協調性等を慎重に検討することが必要の接続における安定性やｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの互換性の確保、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな協調性等を慎重に検討することが必要【ビック東海】。

⑥⑥ＮＧＮは、当然インターネットにおけるＩＰｖ４アドレスの枯渇とＩＰｖ６アドレスへの移行を考慮し、ＮＧＮと接続するＩＳＰにもインターネット接続にＩＰｖ６を利用したサーＮＧＮと接続するＩＳＰにもインターネット接続にＩＰｖ６を利用したサー

ビスをエンドユーザに提供できる仕組みを提供することが求められるビスをエンドユーザに提供できる仕組みを提供することが求められる【ＪＡＩＰＡ】。

⑦⑦現在でも、一部のISP事業者は地域IP網と接続した後、ISP事業者の保有するIPｖ６アドレスを用いてIPｖ６ｻｰﾋﾞｽを実際に提供している。しかし、ISPISP事業者が保事業者が保

有する有するIPIPｖ６アドレスを用いて、直接お客様に対しインターネット接続ｻｰﾋﾞｽを提供することには、現時点では技術的な課題もあるため、ｖ６アドレスを用いて、直接お客様に対しインターネット接続ｻｰﾋﾞｽを提供することには、現時点では技術的な課題もあるため、IPIPｖ６の今度の普及状況・ｖ６の今度の普及状況・

技術動向・サービス性を勘案して検討していく必要技術動向・サービス性を勘案して検討していく必要がある【ＮＴＴ東西】。


